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 市民文化系施設

更新 長寿命化集約化 廃止 その他
〇

小分類

ハード：Ｂ ソフト：Ｂ
維持

集会施設 所在地 松屋町20番30号

1,294㎡

市民相互 連帯感及 共同意
識 醸成 図     隣人愛
あふれる地域社会の形成に寄
与するための施設。

517,600,000円

 当該施設         醸成 市民活動 活性化等 図    施設     
   培     地域住民   運営方法 尊重     今後 継続  維持管
理 行     

○老朽化    各種設備等 更新 必要 
○２階廊下天井にアスベストが含まれている。

二次評価

施設名： 西北            施設所管課：市民活動振興室 

施設概要

更新年（建築後60年） 令和23年（2041年）

昭和56年（1981年） 総延床面積建築年（主  施設）

更新費

一次評価

偏差値

今後の方向性

配置・機能

現状

課題

○昭和56年 開館 平成18年  指定管理者制度 導入     
○市域 北西部 位置     利用者 多  徒歩又 自転車 利用     
○近隣施設    北小学校 友呂岐中学校    
○平成21年度 耐震診断 実施  Is値0.6以上 確保     
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 市民文化系施設

更新 長寿命化集約化 廃止 その他
〇 〇

小分類

ハード：B ソフト：B
南コミュニティセンター分館との集約化（受入）を検討

集会施設 所在地 下木田町16番50号

1,303㎡

市民相互 連帯感及 共同意
識 醸成 図     隣人愛
あふれる地域社会の形成に寄
与するための施設。

521,200,000円

 当該施設         醸成 市民活動 活性化等 図    施設     
   培     地域住民   運営方法 尊重     今後 継続  維持管
理 行     
 南          分館 集約化（受入） 視野 入    効果的 効率的 
施設の在り方について検討する。

○老朽化    各種設備等 更新 必要 
○南コミュニティセンター分館との集約化を検討する必要がある。
○駐車可能台数 少   

二次評価

施設名：【南コミュニティセンター】  施設所管課：市民活動振興室 

施設概要

更新年（建築後60年） 令和25年（2043年）

昭和58年（1983年） 総延床面積建築年（主  施設）

更新費

一次評価

偏差値

今後の方向性

配置・機能

現状

課題

○昭和58年 開館 平成18年  指定管理者制度 導入     
○市域 南部 位置     利用者 多  徒歩又 自転車 利用     
○近隣施設    市民体育館 南小学校 木田小学校 第七中学校    保育所 南
幼稚園がある。
○新耐震基準に基づく建物である。
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 市民文化系施設

更新 長寿命化集約化 廃止 その他
〇

○昭和49年設置 旧堀溝幼稚園 活用  平成23年 開館   
○市域 南部 位置     利用者 多  徒歩又 自転車 利用     
○近隣施設    堀溝    窓口 堀溝小学校    
○平成23年  指定管理者制度 導入     

○南            集約化及 集約後 分館施設管理者 検討
○１階    天井裏       含      囲 込       
○建築年 古  耐震診断未実施    

一次評価
二次評価

ハード：C ソフト：B

建築年（主  施設）

更新費

小分類 集会施設 堀溝三丁目16番6号

更新年（建築後60年）

昭和49年（1974年） 総延床面積 661㎡

配置・機能

令和16年（2034年） 264,400,000円

課題

施設名：【南コミュニティセンター（分館）】  施設所管課：市民活動振興室 

施設概要

市民相互 連帯感及 共同意識
 醸成 図     隣人愛   
る地域社会の形成に寄与するため
の施設。

偏差値

所在地

今後の方向性

現状

南コミュニティセンターとの集約化（移転）を検討
 当該施設         醸成 市民活動 活性化等 図    施設     
   培     地域住民   運営方法 尊重     今後 継続  維持管
理 行     
   効果的 効率的 施設運営 行    南            集約化 検討
する。
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 市民文化系施設

更新 長寿命化複合化 廃止 その他
〇

528,800,000円

配置・機能

令和26年（2044年）

建築年（主  施設）

更新費

小分類 集会施設 所在地 成田町3番3号

更新年（建築後60年）

昭和59年（1984年） 総延床面積 1,322㎡

現状

課題

施設名： 東北            施設所管課：市民活動振興室 

施設概要

市民相互 連帯感及 共同意識
 醸成 図     隣人愛   
る地域社会の形成に寄与するため
の施設。

偏差値

一次評価
二次評価

今後の方向性

○昭和59年 開館 平成18年  指定管理者制度 導入     
○市域 北東部 位置     利用者 多  徒歩又 自転車 利用     
○近隣施設    第五小学校 第六中学校 中央高齢者福祉        
○新耐震基準に基づく建物である。

○老朽化    各種設備等 更新 必要    
○駐車可能台数 少   

ハード：B ソフト：B
中央高齢者福祉センターとの複合化を検討

 当該施設         醸成 市民活動 活性化等 図    施設     
   培     地域住民   運営方法 尊重     今後 継続  維持管
理 行     
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 市民文化系施設

更新 長寿命化集約化 廃止 その他
〇

小分類

ハード：B ソフト：B
維持

集会施設 所在地 葛原二丁目7番1号

1,290㎡

市民相互 連帯感及 共同意
識 醸成 図     隣人愛
あふれる地域社会の形成に寄
与するための施設。

516,000,000円

 当該施設         醸成 市民活動 活性化等 図    施設     
   培     地域住民   運営方法 尊重     今後 継続  維持管
理 行     

○老朽化    各種設備等 更新 必要 

二次評価

施設名： 西            施設所管課：市民活動振興室 

施設概要

更新年（建築後60年） 令和27年（2045年）

昭和60年（1985年） 総延床面積建築年（主  施設）

更新費

一次評価

偏差値

今後の方向性

配置・機能

現状

課題

○昭和60年 開館 平成18年  指定管理者制度 導入     
○市域 西部 位置     利用者 多  徒歩又 自転車 利用     
○近隣施設    点野小学校 第八中学校 池 里市民交流        
○新耐震基準に基づく建物である。
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 市民文化系施設

更新 長寿命化集約化 廃止 その他
〇

小分類

ハード：A ソフト：B
維持

集会施設 所在地 高宮新町32番2号

1,261㎡

市民相互 連帯感及 共同意
識 醸成 図     隣人愛
あふれる地域社会の形成に寄
与するための施設。

504,400,000円

 当該施設         醸成 市民活動 活性化等 図    施設     
   培     地域住民   運営方法 尊重     今後 継続  維持管
理 行     

○老朽化    各種設備等 更新 必要 

二次評価

施設名：【東コミュニティセンター】  施設所管課：市民活動振興室 

施設概要

更新年（建築後60年） 令和34年（2052年）

平成4年（1992年） 総延床面積建築年（主  施設）

更新費

一次評価

偏差値

今後の方向性

配置・機能

現状

課題

○平成4年 開館 平成18年  指定管理者制度 導入     
○市域 東部 位置     利用者 多  徒歩又 自転車 利用     
○近隣施設    市民会館 東小学校 第一中学校 太秦高齢者福祉     
ある。
○新耐震基準に基づく建物である。
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 市民文化系施設

更新 長寿命化集約化 廃止 その他
〇

○昭和63年 開館 平成18年  指定管理者制度 導入     
○市域 南西部 位置     利用者 多  徒歩又 自転車 利用     
○近隣施設    成美小学校 神田小学校 第五中学校    
○新耐震基準に基づく建物である。

○老朽化    各種設備等 更新 必要    

一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：B

建築年（主  施設）

更新費

小分類 集会施設 上神田一丁目30番1号

更新年（建築後60年）

昭和63年（1988年） 総延床面積 1,282㎡

配置・機能

令和30年（2048年） 512,800,000円

課題

施設名： 西南            施設所管課：市民活動振興室 

施設概要

市民相互 連帯感及 共同意
識 醸成 図     隣人愛
あふれる地域社会の形成に寄
与するための施設。

偏差値

所在地

今後の方向性

現状

維持
 当該施設         醸成 市民活動 活性化等 図    施設     
   培     地域住民   運営方法 尊重     今後 継続  維持管
理 行     
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 市民文化系施設

更新 長寿命化集約化 廃止 その他
〇

施設名：        香里  施設所管課：市民活動振興室 

小分類 集会施設 所在地

施設概要

市民 交流 場 提供  市
民活動 発展 促進     
施設。

香里南之町19番17号

更新年（建築後60年）

平成12年（2000年） 総延床面積建築年（主  施設）

更新費 43,688,000円令和42年（2060年）

109㎡

偏差値

配置・機能

二次評価
ハード：賃借 ソフト：A

今後の方向性

現状

課題

廃止
 京阪本線連続立体交差事業 伴  令和３年３月31日    閉館 

○近隣施設    香里園              
○寝屋川市を中心に活動している団体及びグループに施設の貸出をしている。
○自由図書コーナー、情報コーナー、ふれあいコーナー、淡水魚コーナーがある。

一次評価
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 市民文化系施設

更新 長寿命化集約化 廃止 その他
〇

555㎡

市民 自発的 行 公益性   
組織的・継続的活動で構成員へ
 利益分配 目的    活動 
促進を図るための施設。

建築年（主  施設）

更新費

一次評価

偏差値

今後の方向性

配置・機能

現状

施設名： 市民活動      施設所管課：市民活動振興室 

施設概要

更新年（建築後60年） 令和12年（2030年）

昭和45年（1970年） 総延床面積

課題

○平成14年 設立   平成20年  指定管理者制度 導入 
○近隣施設    東小学校 第一中学校 太秦高齢者福祉     寝屋川市役所  
る。
○市民会館４階 一部 使用 

222,000,000円

 市民活動団体 抱  様々 課題解決 向  市民 自発的 公益活動 継続
的 支援  施設 必要    今後 継続  維持管理     

○以前  利用者及 登録団体数 増加      更  利用 普及 活動 周知等 
必要。

二次評価

集会施設 所在地 秦町41番１号小分類

ハード：複合施設 ソフト：B
維持
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 市民文化系施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○平成30年６月18日 大阪府北部地震   被害 受  以降休館中    
〇寝屋川市駅  離  場所 位置     （市役所        有 ）
○近隣施設    中央図書館臨時図書室 桜小学校 第二中学校 保健福祉     
池 里市民交流        
〇平成22年  指定管理者制度 導入
〇全館 平均稼働率 49.2％   軽    室 音楽室     80％ 超      
  430名 収容   講堂     50％ 稼働率       
〇施設 建築年 古  中央公民館 使用    各部屋 老朽化 進    
上、アスベストを使用している。
○長期休館    市民  生涯学習 機会及 場 提供 確保 
○総合センターの解体の方向性が決定された。

小分類 集会施設 所在地 池田西町28番22号

更新年（建築後60年）

昭和47年（1972年） 総延床面積 1,959㎡

783,600,000円令和19年（2037年）

施設名： 中央公民館 〔施設所管課：社会教育課〕

施設概要

地域住民 多様 学習 対 
る学習の場、憩いの場としての
機能 発揮  住民相互 結
びつきを深めて、地域における連
帯意識 高揚 人間関係 深
化を図るために設置。 偏差値

今後の方向性

配置・機能

総合センターの閉館に伴い、機能縮小を余儀なくされたものの、機能の再構築に当
     市民          化 一環   寝屋川市駅前  生涯学習 機
能の移転・設置について検討する。

移転
一次評価
二次評価

ハード：複合施設 ソフト：B

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75

利
用
・
財
務
（ソ
フ
ト
）

建物（ハード）

53



 市民文化系施設

更新 長寿命化 集約化 廃止 その他
○

課題

維持
一次評価

配置・機能

令和53年（2071年）更新年（建築後60年）

今後の方向性

二次評価

早子町12番21号

○平成23年建築 比較的新    今後 備  長寿命化計画 策定  計画的 改修工
事に取り組む必要がある。
○国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      

集会施設 所在地
平成23年（2011年） 総延床面積

更新費

小分類
施設名： 地域交流     〔施設所管課：文化スポーツ室〕

○寝屋川市駅  徒歩3分 好立地 位置     
○近隣施設    駅前図書館 産業振興     消費生活     中央小学校     
ンター、保健所、ねやがわシティ・ステーション、上下水道局がある。
〇平成23年  指定管理者制度 導入     
〇新耐震基準に基づく建物である。
○全館稼働率68％ 超     他 集会施設 比 利用者数 多  
○駐輪場 近隣 設置  土地 借用        駐車場     民間駐車場 隣接 
ている。

3,360㎡

施設概要

アルカスホールは、コンサートをはじめ、
演劇、古典芸能、講演、セミナー、発
表会   目的 合   気軽 利用
できる多目的なホールであり、メインホー
ルは359席を有している。
メインホールは音楽ホールとしてのクオリ
   高    世界 一流     謳
われるスタインウェイピアノを2台有してい
る。
情報コーナーにはイベントや市の情報
などのチラシを設置している。

偏差値

1,344,000,000円

建築年（主  施設）

現状

ハード：A ソフト：A

 年々利用者及 施設 稼働率 伸        指定管理者   各種文化芸術
活動 事業 数多 実施         継続  維持管理 行     
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 市民文化系施設

現状

ハード：B ソフト：B

課題

○平成30年６月 大阪府北部地震 影響   福祉部局 移転 伴        縮小 
文化財資料施設 自然資料施設 閉鎖     
○市域 西部 位置     利用者 多  自転車 自家用車 利用     
○近隣施設    中央図書館臨時図書室 第二中学校 保健福祉        
〇平成24年度  平成25年度    耐震工事 実施  Ｉs値0.6以上 確保     
○多目的室（３階 ４階 設置） 利用者 高齢者等 多         観点     
     設置 必要    令和２年度末頃 完成 向  工事中    

○福祉部局移転 伴  駐車場 駐輪場 整備 施工      利用者 利便性 
安全性を考慮した整備充実を図っていく必要がある。また、移転に伴うグラウンド狭小
化 及 自然資料施設 他所  移転    池 里市民交流     機能 十全
ではない状態である。
○国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      

所在地 池田西町24番5号

更新年（建築後60年）

昭和53年（1978年） 総延床面積 4,584㎡

1,833,600,000円令和20年（2038年）

建築年（主  施設）

更新費

施設名： 池 里市民交流     〔施設所管課：文化スポーツ室〕

施設概要

 平成18年度    旧池 里小学
校 跡地 利用  複合施設   
開設 社会教育活動 通  市民 
交流 図 場   提供 
体育施設（アリーナ・グラウンド・サブ
グラウンド）、多目的室（７室）、そ
 他（     地域交流施設（地
域活動室･福祉関係団体活動室
等）等）

偏差値

小分類 集会施設

今後の方向性

配置・機能

 西側地域 市民交流 図 場   重要        継続  維持管理 行  
 施設 利用者全体 配慮  環境整備 努     指定管理者制度 導入   
 検討 行  
    総合     解体 決   当分 間  敷地内 福祉行政機能 存続  
            化構想 中 福祉行政機能 移転 向  本来 社会教育施
設    利用     検討 進   

維持
一次評価
二次評価
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 市民文化系施設

更新 長寿命化集約化 廃止 その他
〇

○近隣施設    東小学校 第一中学校 太秦高齢者福祉     寝屋川市役所 上下水道
局がある。
○平成18年  指定管理者制度 導入 
○平成27年度 耐震工事 実施  ＩＳ値0.6以上 確保     
○教養 文化 交流 場    市民相互 交流 促進  福祉 増進 文化 向上 担     
○市内 1,000人以上（1,200人）収容   大    有      市民会館      
○大    舞台 音響 照明設備 劣化 著     加  電気設備 老朽化   火
災など、事故等を未然に回避するための一層の安全対策を講じる必要がある。
○施設 稼働率 向上 
○調光室及びオーケストラピットにアスベストが含まれており、封じ込めをしている。
○国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      

一次評価

配置・機能

令和12年（2030年）

建築年（主  施設）

更新費

小分類 文化施設 所在地 秦町41番1号

更新年（建築後60年）

昭和45年（1970年） 総延床面積 11,126㎡

4,450,400,000円

現状

課題

施設名： 市民会館  施設所管課：市民活動振興室 

施設概要

市民 集  各種催 等 場 
提供       市民相互 
交流 促進     市民 文
化の向上及び福祉の増進を図
るための施設。

偏差値

二次評価

今後の方向性

ハード：B ソフト：A
維持

コンサートや演劇、式典、講演会等、多様なニーズに応えるためにも、1,200席規模
のホールは必要であり、現状のまま存続する。
 今後 施設 稼働率 近隣施設 状況 踏   諸室 統廃合 民間  期間
貸出 駐車場 有料化      検討   

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75

利
用
・財
務
（
ソ
フ
ト
）

建物（ハード）

56



社会教育系施設

57



社会教育系施設

 中央図書館  市民  図書     確保     中枢機能施設      
  市民          化 一環    寝屋川市駅前 新  中央図書館等
 機能 整備 設置  様々 世代 対  魅力  空間 提供      合  
図書館運営 行     

ハード：複合施設 ソフト：A
アドバンスねやがわ１号館へ移転

現状

課題

○平成30年６月18日 大阪府北部地震    総合     被害 受  以降休館中    
○市域西部 位置     総合     建物 入居     
○近隣施設    中央図書館臨時図書室 桜小学校 第二中学校 保健福祉     池 里市
民交流        
○開館後 既 40年以上経過     平成6年 改装 最後 内装 書架等 老朽化 進行  
いる。
〇中央図書館休館後 旧教育研修    跡    臨時図書室 設置  市民    低下 緩
和を図っている。
○施設 建築年 古  中央図書館 使用    部屋 老朽化 進    上     
トを使用している。
○総合     中 設置     施設      中央図書館 長期休館   市民
サービスが低下している。
○総合センターが解体されることから、移転する必要がある。

建築年（主  施設）

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名：【中央図書館】 〔施設所管課：中央図書館〕

施設概要

小分類 図書館 所在地 池田西町28番22号

更新年（建築後60年） 1,011,200,000円令和14年（2032年）

昭和47年（1972年） 総延床面積 2,528㎡

図書 記録  他 資料 収
集 整理 保存  市民 利用
に供しその教養・調査研究・レク
リエーション等に寄与するため寝
屋川市の中央館として開設。昭
和52年11月 総合    4
階及び1階の一部フロアにて開
館。

偏差値
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○
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社会教育系施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○市域東部 位置  市民会館 建物 入居     
○近隣施設    東小学校 第一中学校 太秦高齢者福祉     寝屋川市役所 上
下水道局がある。
○昭和45年5月 寝屋川市立図書館   開館  既 48年間 経過     
○平成28年4月 市民会館耐震補強工事 一環   東図書館改装済  
○年間貸出冊数  224,954冊 

○市民会館3階 設置        市民会館 今後 方向性 左右    

小分類 図書館 所在地 秦町41番1号

更新年（建築後60年）

昭和45年（1970年） 総延床面積 541㎡

216,400,000円令和12年（2030年）

施設名：【東図書館】 〔施設所管課：中央図書館〕

施設概要

図書 記録  他 資料 収
集 整理 保存  市民 利用
に供しその教養・調査研究・レク
リエーション等に寄与するため寝
屋川市の中央館として開設さ
れ、現在の中央図書館が出来
    名称変更 分館   
開館。

偏差値

今後の方向性

配置・機能

  寝屋川市駅前に新中央図書館等機能整備・設置に伴う図書館設置の位置関係
の変化や、来館者の地域性及び少子高齢化等の社会的要因を踏まえ、図書館サー
ビス機能の今後の在り方等について検討する。

維持
一次評価
二次評価

ハード：複合施設 ソフト：B
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社会教育系施設

 市域北部唯一 図書館   市民    高     京阪本線連続立体交差事
業 進展等 踏   西北分室 在 方 検討   

ハード：複合施設 ソフト：C
維持

現状

課題

○市域北部 位置  西北           建物 入居     
○近隣施設   北小学校 第三中学校 友呂岐中学校    
○近年 利用者 増加 著   年間貸出46,976冊 東北分室 次 貸出冊数 
多い。

○京阪香里園駅周辺      等 多 建設         香里園地域 図書
館設置のニーズが高まっている。
○西北分室 開館日 時間 拡充 求  利用者     高      

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名： 西北分室（図書館） 〔施設所管課：中央図書館〕

施設概要

小分類 図書館 所在地 松屋町20番30号

更新年（建築後60年） 23,200,000円

建築年（主  施設）

令和23年（2041年）

昭和56年（1981年） 総延床面積 58㎡

図書 記録  他 資料 収
集 整理 保存  市民 利用
に供しその教養・調査研究・レク
リエーション等に寄与するため寝
屋川市内における分室として昭
和61年開設 
平成17年  水 土 日開館 
平成31年4月         

偏差値
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社会教育系施設

少子高齢化等の社会的要因を踏まえ、図書館全館の在り方を検討する中で、南
分室の在り方も検討する。

維持
一次評価
二次評価

ハード：複合施設 ソフト：B

今後の方向性

配置・機能

施設名：【南分室（図書館）】 〔施設所管課：中央図書館〕

施設概要

図書 記録  他 資料 収
集 整理 保存  市民 利用
に供しその教養・調査研究・レク
リエーション等に寄与するため寝
屋川市内における分室として南
コミュニティセンター内に昭和61
年開設 
平成31年４月       

偏差値

小分類 図書館 所在地 下木田町16番50号

更新年（建築後60年）

昭和58年（1983年） 総延床面積 103㎡

41,200,000円令和25年（2043年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○市域南部に位置し、南コミュニティセンターの建物に入居している。
○近隣施設    市民体育館 南小学校 木田小学校 第七中学校    保
育所、南幼稚園がある。
○年間貸出冊数  17,236冊 

○近隣 南小学校 市民体育館 所在     連携 強化  図書館利用 増
えるよう工夫する必要がある。
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社会教育系施設

 高齢 利用者 多    中長期的  今後 人口減少等 社会的要因 踏 
 東北分室 在 方 検討      短期的  利用者 多 分室       
存続する。

ハード：複合施設 ソフト：C
維持

現状

課題

○市域東北部 位置  東北           建物 入居     
○近隣施設    第五小学校 第六中学校 中央高齢者福祉        
○年間51,065冊 貸 出  貸出利用 最 多 分室    

○近隣 市立第六中学校 中央高齢者福祉     所在     学校 高齢
者施設との連携を図る必要がある。

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名： 東北分室(図書館） 〔施設所管課：中央図書館〕

施設概要

小分類 図書館 所在地 成田町3番3号

更新年（建築後60年） 33,200,000円

建築年（主  施設）

令和26年（2044年）

昭和59年（1984年） 総延床面積 83㎡

図書 記録  他 資料 収
集 整理 保存  市民 利用
に供しその教養・調査研究・レク
リエーション等に寄与するため寝
屋川市内における分室として昭
和61年開設 
平成31年４月       
ン。

偏差値
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社会教育系施設

少子高齢化等の社会的要因を踏まえ、今後の図書館全館の在り方を検討する中
  西南分室 在 方 検討   

ハード：複合施設 ソフト：C
維持

現状

課題

○市域西南部 位置  西南           建物 入居     
○近隣施設    成美小学校 神田小学校 第五中学校    
○貸出冊数  年間20,043冊 

○平成22年度 年間32,513冊 貸 出  実績     近年 利用 減少傾
向。

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名： 西南分室(図書館） 〔施設所管課：中央図書館〕

施設概要

小分類 図書館 所在地 上神田一丁目30番1号

更新年（建築後60年） 24,800,000円

建築年（主  施設）

令和30年（2048年）

昭和63年（1988年） 総延床面積 62㎡

図書 記録  他 資料 収
集 整理 保存  市民 利用
に供しその教養・調査研究・レク
リエーション等に寄与するため寝
屋川市内における分室として開
設。
昭和63年 西南地区公民館
図書室として開館。
平成31年４月       
ン。

偏差値
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社会教育系施設

 市立図書館全館 年間貸出 約32％ 担 図書館    寝屋川市駅前 利便
性 高  開館時間 長  沿線随一    市     向上  貢献     
め、存続意義が高い。
    駅前 新中央図書館等機能整備 設置 行    伴           
2号館にある駅前図書館については、こども専用図書館をコンセプトにした整備を進め
      併  駅前立地 活   子育 支援 機能整備 検討    

ハード：B ソフト：A
維持（検討）

現状

課題

○近隣施設            産業振興     消費生活     中央小学校 子
育てリフレッシュ館、保健所、ねやがわシティ・ステーションがある。
〇新耐震基準に基づく建物である。
○平成25年4月          2号館3階    区画 買 取 設置 
○沿線 最 駅 近  沿線住民 親       
○併設  市民       市内唯一       稼働率 90％ 超     
○年間貸出冊数  350,315冊 

○昭和60年建築 新耐震基準 基  建物     築後30年以上経過   
            毎年経費     
○上部階（4階 12階） 住戸 下部（地下２階 ３階） 店舗 事務所 駐
車場 図書館   複合      大規模修繕  対応 非常 困難    
○国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名：【駅前図書館】 〔施設所管課：中央図書館〕

施設概要

小分類 図書館 所在地 早子町23番2号

更新年（建築後60年） 913,600,000円

建築年（主  施設）

令和27年（2045年）

昭和60年（1985年） 総延床面積 2,284㎡

図書 記録  他 資料 収
集 整理 保存  市民 利用
に供しその教養・調査研究・レク
リエーション等に寄与するため寝
屋川市内３番目の分館として
平成25年4月 京阪寝屋川市
駅前アドバンスねやがわ2号館3
階に開設。

偏差値
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社会教育系施設
施設名：【臨時図書室（旧教育研修センター）】

今後の方向性

配置・機能

平成31年度 中核市移行 伴 
総合教育研修センターの設置によ
  機能 廃止   平成30年度
 大阪府北部地震   中央図
書館の休館に伴い、仮設施設とし
  中央図書館臨時図書室及 
埋蔵文化財遺物貯蔵室として、当
面の間使用する。

○旧館       使用    上 老朽化 進    耐震診断未実施    

二次評価
 寝屋川市駅前  新中央図書館等機能整備 伴  中央図書館臨時図書室 
   役割 終了    市域西       図書機能 有  施設 空白地域 
        図書館分室      市域 図書館機能 考  中 市民 利便
性を考慮した配置を検討する。

ハード：C ソフト：B
検討

一次評価

更新費

偏差値

課題

現状

更新年（建築後60年）

○市域西側 位置  中央図書館閉館 伴 臨時施設   設置 
○近隣施設    桜小学校 第二中学校 保健福祉     池 里市民交流     
ある。
○新館は、新耐震基準の建物である。
○旧館は、耐震診断未実施であることから、埋蔵文化財遺物貯蔵室とし、日常は人の出入
りを制限している。
○新館 平成３年  旧館 昭和46年 建築      
○新館  中央図書館臨時図書室及 学習室等 
○年間貸出冊数  138,833冊 

令和13年（2031年）

施設概要

小分類 図書館 所在地 池田新町3番23号

建築年（主  施設）

549,120,000円

〔施設所管課：中央図書館〕

昭和46年（1971年） 総延床面積 1,664㎡
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社会教育系施設

ハード：複合施設 ソフト：C
維持

 施設利用者        市 男女共同参画 推進     拠点施設    
概 市内全域  利用      施設 今後 方向性          回答者
が今後も継続をしたほうがよいと回答している。
 以上      引 続  男女共同参画 推進 向  意識       周知 
啓発事業等 展開    必要        現状   維持管理 行     今後の方向性

現状

課題

一次評価

配置・機能

施設名： 男女共同参画推進      施設所管課：人権 男女共同参画課 

施設概要

建築年（主  施設）

更新費
総延床面積 181㎡

72,400,000円

○近隣施設            駅前図書館 消費生活             子育  
フレッシュ館、保健所、ねやがわシティ・ステーションがある。
○寝屋川市駅前   好立地    公共交通機関 利用   利便性 高       
主催  市民    等 各種事業 参加者 相談窓口事業 利用者    男女共同
参画 推進    活動  登録団体等    利用    施設    

○     主催  市民    等     若 世代 男性 参加者数 少     
引 続  年齢 性別 関    幅広 市民 参加         創意工夫  取組 
進めていく必要がある。
○登録団体 自主活動  支援事業   行    貸室 利用(稼働)率 約52％ 低
値        多  登録団体 利用         取組 進    必要    

二次評価

 寝屋川市 男女共同参画 推
進するための諸事業の拠点施設と
   平成13年11月24日 開
設。
 開設時  京阪香里園駅前 
立地  ＪＡ  香里 入居  
いたが、「公共施設等整備・再編
計画（改訂版）」に基づき、平成
28年４月 市立産業振興  
ターへ移転。

偏差値

小分類 博物館等 所在地 東大利町２番14号

更新年（建築後60年） 令和15年（2033年）

昭和48年（1973年）
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社会教育系施設

錦町21番3号

令和35年（2053年）

平成5年（1993年） 総延床面積 2,819㎡

更新費

一次評価

児童から高齢者に至るまでの世
代間 交流 推進  人 人  
     通  地域    交流
を深めるとともに、社会教育関係団
体 市民 自主学習 自主活動
の場所を提供する。
 令和２年 旧館 解体 新館 
機能移転及 機能集約 行   
   旧館跡地 駐車      
 利活用     

偏差値

1,127,600,000円

二次評価

配置・機能

現状

課題

○平成５年 建築   平成21年  指定管理者制度 導入     
○寝屋川市駅  少 離  場所 位置         比較的公共交通機関 利用 
  利便性 高 施設    
○近隣施設    成美小学校 子育       館    
〇新耐震基準に基づく建物である。

施設名：【エスポアール】 〔施設所管課：社会教育課〕

施設概要

建築年（主  施設）

博物館等 所在地

今後の方向性

更新年（建築後60年）

小分類

 本施設  利用者数 多  公共施設 関  市民意識調査   満足    
事業      上位 選      世代間 交流 深     寄与       
  今後 継続  維持管理 行     

ハード：B ソフト：A
維持
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社会教育系施設

令和20年（2038年）

昭和53年（1978年） 総延床面積 2,435㎡

「公共施設等整備・再編計画（改
訂版）」に基づき、旧教育センターの
事業を旧いきいき文化センターの事業
 集約  平成27年度末 旧教育 
ンター廃止に伴い、旧いきいき文化セン
  内 寝屋川市立学 館 設置 
た。
 市民 世代間 交流 推進  人 
人とのふれあいを図り、生涯学習の一
助となる社会教育施策を実施するとと
もに、社会教育団体等の活動の場所
等を提供することを目的としている。

偏差値

小分類 博物館等 所在地 明和一丁目13番23号

更新年（建築後60年） 974,000,000円

建築年（主  施設）

配置・機能

施設名：【学び館】 〔施設所管課：社会教育課〕

施設概要

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

〇旧教育    及 旧    文化     事業 集約  平成28年度 開設  指定
管理者制度 導入     
〇寝屋川市駅 寝屋川公園駅  離  場所 位置     
○近隣施設    東高齢者福祉        

〇施設 建築年 古  学 館 使用    各部屋 老朽化 進     
〇駅  離        本数 少       悪  
〇新  施設        認知度 低    周知方法 検討 必要 

 本施設  世代間交流 推進  社会教育団体等 活動 場所及 市民 自主
学習・自主活動の場を提供する機能を有しており、今後についても、複合施設のた
  指定管理者及 施設管理者(東障害福祉    ) 連携  更  充実 努 
るとともに、計画的な修繕等を実施し、施設の安全性・快適性の向上を図りながら維
持管理 行     

ハード：複合施設 ソフト：B
維持

利
用
・
財
務
（ソ
フ
ト
）

建物（ハード）

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75

更新 長寿命化 集約化 廃止 その他
○

68



社会教育系施設

 福祉部局 池 里市民交流      移転 伴  出土遺物 整理 資料館内 
行  収蔵 旧教育研修    旧館 香里浄水場 保管         含   埋
蔵文化財資料館 在 方      寝屋川公園駅周辺       合    他施
設との複合化を検討する。

ハード：C ソフト：B
複合化（移転）検討

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

施設概要

寝屋川市内の遺跡から発掘調
査      発見   土器 石
器等 考古資料（遺物） 保管
  展示  市民 公開  市民 
文化的向上に資することを目的に
昭和56年 JR寝屋川公園駅前
の東ファミリータウン内に開設。

偏差値

建築年（主  施設）

打上宮前町3番1号

課題

○区分所有建物である。
○近隣施設    明和小学校 第四中学校 東              
○駅前 立地 周辺 史跡等 存在     市民     市外  府外   見学者    
○市内出土遺物等 文化財     市指定文化財（市所蔵考古資料） 保管 公開施設 
なっている。
○展示     狭  50人以上 団体  見学 困難 
○収蔵     狭  収蔵保管機能 大部分 旧教育研修    旧館 香里浄水場 担   
る。

○昭和56年 開設後 施設 改修 修繕工事等実施        老朽化（壁面    
汚れ・床面ピータイルのひびわれ・空調機器の故障）が進んでいる。
○利用者 駐車場 設置       
○埋蔵文化財資料館 入居  寝屋川東        中1番館      耐震診断未実
施    （平成26年 大規模修繕実施済  ）

配置・機能

令和21年（2039年）

施設名： 埋蔵文化財資料館 〔施設所管課：文化スポーツ室〕

更新費

小分類 博物館等 所在地

更新年（建築後60年）

昭和54年（1979年） 総延床面積 327㎡

130,800,000円
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社会教育系施設

令和30年（2038年）

昭和53年（1978年） 総延床面積 422㎡

小分類 博物館等 所在地 池田西町24番５号

更新年（建築後60年） 168,960,000円

配置・機能

施設名： 青少年 居場所（    ）  施設所管課：青少年課 

施設概要

市内在住、在学、在職の中学生
  概 30歳   青少年  自分
 居場所   自由 利用    
  大学生   運営      利
用者同士     交流 深   
  青少年 健全育成 資    
を目的に設置している。

偏差値

建築年（主  施設）

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

○青少年 居場所        平成24年５月池 里市民交流    ２階 開設  
平成28年８月  施設 拡充   
○近隣施設    中央図書館臨時図書室 第二中学校 保健福祉       

○他 公共施設  複合施設        本施設 利用状況 踏   共用部分（駐
車場 駐輪場等）     必要 応  調整  必要    
○利用者数     変化等 利用状況 踏   施設   方 検討 必要    
○総合     一部機能移転    池 里市民交流    全体 利用者数等 変化
         一層 施設 安全管理 必要    

 本施設 利用者数 増加傾向    青少年 気軽 立 寄  運営     
利用者仲間 交流    居場所    定着              等 開催 
  青少年同士 交流     青少年 健全育成 図    必要        
機能を存続する。

ハード：複合施設 ソフト：B
維持
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社会教育系施設

 本施設  青少年 居場所       違 利用者 立 寄  運営     同
世代 仲間 交流    居場所    定着             傾向   青
少年 訪     様々     対応   場所        青少年 健全育成
 図    必要        利用者数 増加 努    機能 存続   

ハード：複合施設 ソフト：B
維持

現状

課題

○青少年 居場所        平成28年８月        ３階 開設   
○近隣施設            駅前図書館 産業振興     消費生活     保
健所、ねやがわシティ・ステーションがある。
○夜間 休日等       閉館時 施設管理      業務委託 対応     

○他 公共施設  複合施設        本施設 利用状況 踏   共用部分（駐
輪場等）     必要 応  調整  必要    
○利用者数     変化等 利用状況 踏   施設   方 検討 必要    

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名： 青少年 居場所（    ）  施設所管課：青少年課 

施設概要

小分類 博物館等 所在地 八坂町28番13号

更新年（建築後60年） 25,760,000円

建築年（主  施設）

令和15年（2033年）

昭和48年（1973年） 総延床面積 64㎡

市内在住、在学、在職の中学生
  概 30歳   青少年  自分
 居場所   自由 利用    
  大学生   運営      利
用者同士     交流 深   
  青少年 健全育成 資    
を目的に設置している。

偏差値
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スポーツ・レクリエーション系施設

課題

今後の方向性

二次評価

○市南部 位置     駅（萱島）  少 離  場所 位置    （徒歩約16
分）。
○近隣施設    南           南小学校 木田小学校 第七中学校  
る。
〇平成20年  指定管理者制度 導入     
〇平成25年 耐震工事 行  Ｉs値0.6以上 確保     
○平成７年 増築（小体育室 談話室 玄関   ）工事 行     
○施設 老朽化（修繕費 増大 安全性 低下）
○大会開催時 駐車     不足（南小学校      間借 ）
○稼働率 非常 高 施設 設備（      室等）  利用者  充実 求  
れている。
○駅から遠く、アクセスに課題がある。
○国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      

 施設 老朽化 伴 修繕費 増加    状況     市 指定管理者 連携 
て施設の寿命を延ばすための必要な措置を講じていく。
 市民体育館 市      市民     必要不可欠 施設      現状 設
備 環境 長寿命化 進   

ハード：B ソフト：A
維持

配置・機能

令和16年（2034年）

昭和49年（1974年） 総延床面積 7,240㎡建築年（主  施設）

更新費

現状

 市民 体育及      振興 
図      青少年 健全育成並
  市民 体位向上 資    
 設置  市民     拠点  
 市民 利用 供     

小分類 スポーツ施設 所在地 下木田町16番16号

更新年（建築後60年） 2,606,400,000円

施設名： 市民体育館 〔施設所管課：文化スポーツ室〕

施設概要

一次評価

偏差値
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スポーツ・レクリエーション系施設

更新 長寿命化 集約化 廃止 その他

○

393,480,000円

配置・機能

令和14年（2032年）

建築年（主  施設）

更新費

小分類 レクリエーション施設・観光施設 所在地 四條畷市下田原2237

更新年（建築後60年）

昭和47年（1972年） 総延床面積 1,093㎡

現状

課題

施設名：【野外活動センター】 〔施設所管課：文化スポーツ室〕

施設概要

野外活動を始め、その他社会教
育に係る学習の場を提供し、生涯
学習 振興   市民 利用 供
している。
  昭和47年 開設   現在  
木造ロッジ10棟、会議室、天体ドー
ム、屋外ステージ、野鳥観察小屋、
ディスクゴルフ場、アーチェリー場、工
作室、自然学習室、キャンプファイ
アー場がある。

偏差値

一次評価
二次評価

今後の方向性

〇四條畷市の山の中にあるが、国道163号線からはすぐの場所に位置している。
〇平成17年  指定管理者制度 導入     

〇施設 老朽化 伴  順次   等 改修工事 必要    
〇     飲料水      平成11年度 250ｍ 深井戸 掘削  確保    
  井戸     揚水管 送水     過機 貯水槽等 劣化     定期的 修
繕 行 必要    

ハード：B ソフト：C
維持

      層向          施設 留    防災訓練         養成等 
   青少年教育 場    活用  生涯学習施設    高齢者  利用促進
等 幅広 年代        行        拡充       天候 気温 左右
     利用率 安定 努   
    敷地内 木造     防腐防虫塗装等 最低限 維持 管理 行     
長寿命化 見据    効果的 修繕 努   併  近隣市    類似施設  
広域連携 手法 模索     
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スポーツ・レクリエーション系施設

小分類

ハード：A ソフト：C
維持

レクリエーション施設・観光施設 所在地 太秦高塚町7番1号

243㎡

自転車 安全利用 関  講習
及 自転車 利用  者 休憩
等 場所 提供     自転車
 安全利用 関  意識 向上 
図     地域交流 推進 資
するため、設置。

87,480,000円

 自転車安全利用 意識 向上 事故 未然防止 図    警察署 関係団
体 市等 連携 自転車安全利用講習会 交通安全講習会 自転車 駅 実施
        積極的 自治会等 呼 掛  様々 世代 利用推進 促  地域
交流 拠点   施設   運営       現状   維持        

○交流室等 屋内利用 少   
○国 補助金 活用  施設    当面 間 用途変更      

二次評価

施設名： 自転車 駅 〔施設所管課：交通政策課〕

施設概要

更新年（建築後60年） 令和56年（2074年）

平成26年（2014年） 総延床面積建築年（主  施設）

更新費

一次評価

偏差値

今後の方向性

配置・機能

現状

課題

○平成25年度 建築   平成26年４月  開設     
○ＪＲ寝屋川公園駅  西 約730m 場所 位置     
○近隣施設    明和小学校     保育所    
〇新耐震基準に基づく建物である。
○交通安全 係 交通安全講習会 自転車安全利用講習会等 実施 
○変  種自転車等    利用者数  年々増加     

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75

利
用
・財
務
（ソ
フ
ト
）

建物（ハード）

更新 長寿命化 集約化 廃止 その他
○

76



産業系施設
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産業系施設

令和15年（2033年）

昭和48年（1973年） 総延床面積 1,343㎡

昭和48年4月 産業会館及 勤労青少
年      開館 平成5年      
  青少年会館 機能 移転 平成18
年2月 市内産業振興 拠点   産業
会館をリニューアルし、産業振興センターと
       平成26年３月      
   設置  平成28年度    男女共
同参画推進センター（ふらっとねやがわ）
が５階へ移転。現在は、産業振興室（商
工担当）や市内産業振興関係機関の事
務所などが入居し、３階と４階はセミナー
室   一般貸出 行     

偏差値

小分類 産業系施設 所在地 東大利町2番14号

更新年（建築後60年） 537,200,000円

建築年（主  施設）

配置・機能

施設名：【産業振興センター】 〔施設所管課：産業振興室〕

施設概要

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

○近隣施設            駅前図書館 消費生活             子育   
レッシュ館、保健所、ねやがわシティ・ステーションがある。
〇平成25年度 耐震工事 実施  Ｉs値0.6以上 確保     
○平成25年度 耐震工事及       設置工事 実施 
○平成27年度 ５階 改修  平成28年度   男女共同参画推進     移転 
○令和元年11月  第１    室 臨時学習室   利用開始 
○    室 貸出状況 稼働率約48% 近隣 貸会議室 少   駅前   好立地    
派遣登録会場     活動   利用 多  

○施設 老朽化 進     突発的 修繕 増     
○駐車場 駐輪場      限     

     室 利用     市広報誌   市民 事業者等 更  周知 図  
  稼働率 向上     努           室 利便性   高  施策  
いて、引き続き検討する。
  施設      長寿命化 取 組  計画的 保全 行    基本     利
用者ニーズ、施設の状況等を考慮した上で、集約化・複合化等の可能性を検討す
る。

ハード：B ソフト：B
維持
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産業系施設

建築年（主  施設）

更新費

一次評価

偏差値

今後の方向性

配置・機能

現状

課題

〇寝屋川市駅  少 離  場所 位置     
○近隣施設    駅前図書館 産業振興             保健所    
わシティ・ステーションがある。
〇近隣 類似機能 施設   
〇新耐震基準に基づく建物である。
○平成22 23年     相談窓口 強化 施設 改修等 実施 

施設名：【消費生活センター】 〔施設所管課：消費生活センター〕

施設概要

更新年（建築後60年） 令和27年（2045年）

昭和60年（1985年） 総延床面積
101,600,000円

 施設 老朽化 進  今後 施設修繕 見込       寝屋川市駅   少 
離     不便 面    市民生活 利便性向上 資  施設  集約化 複合
化も含め、その在り方を検討していく。

○接道 一方通行    車両等 利用  不便    意見 一部   
〇自転車     自動車  来所者 多   駐輪場 駐車場 手狭    
〇築後35年経過         修理 交換  必要   設備 備品 多  
〇施設改修時 府 補助金 活用     売却時 府 協議 必要    

二次評価

産業系施設 所在地 桜木町5番30号

254㎡

消費生活に関する情報の収集
及び提供、消費生活相談及び
苦情 処理 消費生活講座 
開催 資料 展示等 事業 
通   消費者 利益擁護及
 増進 図  市民 消費生活
の安定及び向上に寄与するため
の施設

小分類

ハード：B ソフト：C
検討
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学校教育系施設
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学校教育系施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    東           市民会館 第一中学校 太秦高齢者福祉  
ターがある。
○平成23年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 613人 児童 在籍     
○平成18年度 校舎棟 大規模改修工事 実施     

○建築年 古 老朽化 進     
○給食調理場天井裏       使用         囲 込 等 飛散防止対策済   
○平成23年度 耐震補強事業（校舎） 平成24年度 大規模改造（普通教室空調） 平成
26年度 大規模改造（   ）及 防災機能強化（屋内運動場） 平成29年度 大規模改造
（   ） 令和元年度 大規模改造（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施設
   原則   用途 変更      

小分類 小学校 所在地 太秦元町２番１号

更新年（建築後60年）

昭和49年（1974年） 総延床面積 6,376㎡

2,104,080,000円令和16年（2034年）

施設名：【東小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小学校として使用している。

偏差値

今後の方向性

配置・機能

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行      今後 児童生徒数 推
移等や小中一貫教育の推進状況も踏まえて、各学校内における建築物について、建
替 等 長寿命化 検討 進   

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：A
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学校教育系施設

令和14年（2032年）

昭和47年（1972年） 総延床面積 5,878㎡

小学校として使用している。

偏差値

小分類 小学校 所在地 高柳三丁目１番27号

更新年（建築後60年） 1,939,740,000円

建築年（主  施設）

配置・機能

施設名： 西小学校 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

○近隣施設    第九中学校     保育所    
○平成24年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 293人 児童 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○給食調理場天井裏       使用         囲 込 等 飛散防止対策済   
○平成23年度 耐震補強（屋内運動場） 平成24年度 耐震補強事業（校舎） 平成24年
度 大規模改造（普通教室空調） 平成30年度 大規模改造（   ）及 防災機能強化（屋
内運動場） 令和元年度 大規模改造（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施
設   原則   用途 変更      

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
 西小学校      児童数 293人 学級数 14          校舎 築
40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進状
況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進   

ハード：B ソフト：C
維持
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学校教育系施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣 南           市民体育館 木田小学校 第七中学校    保育所 
ある。
○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
○平成13年度 校舎棟 大規模改修工事 実施     
〇令和２年５月１日現在 445人 児童 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○給食調理場天井裏       使用         囲 込 等 飛散防止対策済   
○平成23年度 耐震補強事業（校舎） 平成24年度 大規模改造（普通教室空調） 平成
25年度 （特）耐震補強（屋内運動場）及 防災機能強化（屋内運動場） 及 平成30年
度 大規模改造（   ） 令和元年度 大規模改造（特別教室空調） 行     国 補助金
 活用  施設   原則   用途 変更      

小分類 小学校 所在地 下木田町16番15号

更新年（建築後60年）

昭和47年（1972年） 総延床面積 6,296㎡

2,077,680,000円令和14年（2032年）

施設名：【南小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小学校として使用している。

偏差値

今後の方向性

配置・機能

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行      今後 児童生徒数 推
移等や小中一貫教育の推進状況も踏まえて、各学校内における建築物について、建
替 等 長寿命化 検討 進   

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：A
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学校教育系施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    西北           友呂岐中学校     保育所    
○平成26年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 681人 児童 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○給食調理場天井裏       使用         囲 込 等 飛散防止対策済   
○平成23年度 耐震補強事業（校舎） 平成24年度 耐震補強事業（校舎） 平成24年度 
大規模改造（普通教室空調） 平成25年度 （特）耐震補強（屋内運動場）及 防災機能
強化（屋内運動場） 平成29年度 大規模改造（   ） 令和元年度 大規模改造（特別教
室空調） 行     国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      

小分類 小学校 所在地 寿町57番29号

更新年（建築後60年）

昭和53年（1978年） 総延床面積 6,250㎡

2,062,500,000円令和20年（2038年）

施設名： 北小学校 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小学校として使用している。

偏差値

今後の方向性

配置・機能

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
 北小学校      児童数 681人 学級数 28          校舎 築
40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進状
況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進   

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：A
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学校教育系施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    東北           第六中学校 中央高齢者福祉       
○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 1,164人 児童 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○給食調理場天井裏       使用         囲 込 等 飛散防止対策済   
○平成23年度 耐震補強事業（校舎）及 不適格改築（校舎） 平成24年度 （特）耐震
補強（校舎）及 大規模改造（普通教室空調） 平成25年度 耐震補強事業（屋内運動
場）及 防災機能（屋内運動場） 令和元年度 大規模改造（特別教室空調） 行     
国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      

小分類 小学校 所在地 成田西町２番３号

更新年（建築後60年）

昭和51年（1976年） 総延床面積 7,954㎡

2,624,820,000円令和18年（2036年）

施設名：【第五小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小学校として使用している。

偏差値

今後の方向性

配置・機能

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
第五小学校においては、児童数が1,164人、学級数が40クラスとなっており、校舎
 築40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推
進状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進
める。

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：A
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学校教育系施設

○建築年 古 老朽化 進     
○平成23年度 耐震補強事業（校舎） 平成24年度 耐震補強事業（校舎） 平成
24年 大規模改造（普通教室空調） 平成25年度 耐震補強事業（屋内運動場）
及 防災機能強化（屋内運動場） 令和元年度 大規模改造（特別教室空調） 
行     国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      

二次評価

今後の方向性

1,680,690,000円

所在地 錦町23番45号小分類

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
成美小学校においては、児童数が368人、学級数が17クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

課題

○近隣施設    西南                  子育       館    
○平成26年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 368人 児童 在籍     

ハード：B ソフト：B
維持

施設名：【成美小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

更新年（建築後60年）

小学校

令和２年（2020年）

昭和35年（1960年） 総延床面積 5,093㎡建築年（主  施設）

更新費

一次評価

小学校として使用している。

偏差値

配置・機能

現状
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学校教育系施設

令和15年（2033年）

昭和48年（1973年） 総延床面積 8,602㎡

小学校として使用している。

偏差値

小分類 小学校 所在地 打上高塚町４番１号

更新年（建築後60年） 2,838,660,000円

建築年（主  施設）

配置・機能

施設名：【明和小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

○近隣施設    自転車 駅 第四中学校 東              
○平成26年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 311人 児童 在籍     
○平成10年度 校舎棟 大規模改修工事 実施     

○建築年 古 老朽化 進     
○食堂天井裏       使用         囲 込 等 飛散防止対策済   
○平成24年度 大規模改造（普通教室空調） 平成25年度 耐震補強事業（校舎 
屋内運動場）及 防災機能強化（屋内運動場） 令和元年度 大規模改造（特別教
室空調） 行     

学校施設については、明和・梅が丘小学校、第四中学校を統合し、施設一体型の
小中一貫校を建設する。

ハード：B ソフト：C
集約化（受入）
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学校教育系施設

課題

○近隣施設    桜小学校 石津小学校    
○平成24年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 480人 児童 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○平成24年度 耐震補強事業（校舎） 平成24年度 大規模改造（普通教室空
調） 平成26年度 大規模改造（   ）及 防災機能強化（屋内運動場） 令和元
年度 大規模改造（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施設   原則
   用途 変更      

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
池田小学校においては、児童数が480人、学級数が22クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

ハード：B ソフト：B

施設名：【池田小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小学校として使用している。

偏差値

建築年（主  施設）

小分類 小学校 所在地 池田二丁目１番７号

更新年（建築後60年）

昭和41年（1966年） 総延床面積 7,637㎡

2,520,210,000円

配置・機能

令和8年（2026年） 更新費

現状

維持
一次評価
二次評価

今後の方向性
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学校教育系施設

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
中央小学校においては、児童数が556人、学級数が23クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

ハード：B ソフト：B
維持

現状

課題

○近隣施設            駅前図書館 中央用幼稚園 寝屋川市役所 上下水
道局がある。
○平成24年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 556人 児童 在籍     
○平成14年度 校舎棟 大規模改修工事 実施     

○建築年 古 老朽化 進     
○給食調理場天井裏       使用         囲 込 等 飛散防止対策済   
○平成24年度 大規模改造（普通教室空調） 平成25年度 耐震補強事業（校舎） 平成
26年度 大規模改造（   ）及 防災機能強化（屋内運動場） 令和元年度 大規模改造
（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名：【中央小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小分類 小学校 所在地 初町１番25号

更新年（建築後60年） 2,319,570,000円

建築年（主  施設）

令和15年（2033年）

昭和48年（1973年） 総延床面積 7,029㎡

小学校として使用している。

偏差値
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学校教育系施設

2,429,790,000円

小学校 所在地 高柳六丁目３番１号

更新年（建築後60年）

配置・機能

今後の方向性

令和９年（2027年）

昭和42年（1967年） 総延床面積 7,363㎡

一次評価
二次評価

施設名：【啓明小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小学校として使用している。

偏差値

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    和光小学校 第九中学校    保育所 啓明幼稚園    
○平成22年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 330人 児童 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○平成22年度 耐震補強事業（校舎 屋内運動場）平成24年度 大規模改造（普通
教室空調） 平成26年度 大規模改造（   ）及 防災機能強化（屋内運動場） 
平成29年度 大規模改造（   ） 令和元年度 大規模改造（特別教室空調） 
行     国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      

小分類

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
啓明小学校においては、児童数が330人、学級数が18クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

ハード：B ソフト：B
維持
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学校教育系施設

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
三井小学校においては、児童数が354人、学級数が16クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：C

今後の方向性

配置・機能

施設名：【三井小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小学校として使用している。

偏差値

小分類 小学校 所在地 三井が丘三丁目７番３号

更新年（建築後60年）

昭和44年（1969年） 総延床面積 7,597㎡

2,507,010,000円令和11年（2029年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    寝屋川斎場 第十中学校    保育所    
○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 354人 児童 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○階段室天井裏       使用         囲 込 等 飛散防止対策済   
○平成24年度 大規模改造（普通教室空調） 平成25年度 耐震補強事業（屋内運動場）
及 防災機能強化（屋内運動場） 平成29年度 大規模改造（   ） 令和元年度 大規模
改造（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更   
ない。
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学校教育系施設

今後の方向性

偏差値

維持

6,396㎡

施設名：【木屋小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小学校として使用している。

一次評価

小分類
建築年（主  施設）

更新年（建築後60年） 令和11年（2029年）

昭和44年（1969年） 総延床面積

○平成26年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 571人 児童 在籍     

小学校 所在地 豊里町19番22号

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
木屋小学校においては、児童数が571人、学級数が25クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

○建築年 古 老朽化 進     
○平成23年度 耐震補強事業（校舎） 平成24年度 大規模改造（普通教室空
調） 平成25年度 耐震補強事業（校舎 屋内運動場）及 防災機能強化（屋内運
動場） 平成29年度 大規模改造（   ） 令和元年度 大規模改造（特別教室空
調） 行     国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      

配置・機能

更新費 2,110,680,000円

二次評価
ハード：B ソフト：A

現状

課題
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学校教育系施設

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
木田小学校においては、児童数が385人、学級数が17クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：B

今後の方向性

配置・機能

施設名：【木田小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小学校として使用している。

偏差値

小分類 小学校 所在地 木田元宮一丁目17番１号

更新年（建築後60年）

昭和44年（1969年） 総延床面積 6,809㎡

2,246,970,000円令和11年（2029年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    南           市民体育館 南小学校 中木田中学校    
保育所、南幼稚園がある。
○平成23年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 385人 児童 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○平成23年度 耐震補強事業（校舎） 平成24年度 大規模改造（普通教室空
調） 平成26年度 大規模改造（   ）及 防災機能強化（屋内運動場） 平成
30年度 大規模改造（   ） 令和元年度 大規模改造（特別教室空調） 行  
   国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      
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学校教育系施設

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
神田小学校においては、児童数が399人、学級数が19クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：B

今後の方向性

配置・機能

施設名：【神田小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小学校として使用している。

偏差値

小分類 小学校 所在地 東神田町27番１号

更新年（建築後60年）

昭和44年（1969年） 総延床面積 5,934㎡

1,958,220,000円令和11年（2029年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    西南           神田幼稚園    
○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 399人 児童 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○平成24年度 大規模改造（普通教室空調） 平成25年度 耐震補強事業（屋内
運動場）及 防災機能強化（屋内運動場） 令和元年度 大規模改造（特別教室空
調） 行     国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      
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学校教育系施設

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
堀溝小学校においては、児童数が323人、学級数が16クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：B

今後の方向性

配置・機能

施設名：【堀溝小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小学校として使用している。

偏差値

小分類 小学校 所在地 堀溝三丁目10番８号

更新年（建築後60年）

昭和45年（1970年） 総延床面積 5,358㎡

1,768,140,000円令和12年（2030年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    南          分館 堀溝    窓口    
○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 323人 児童 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○平成24年度 大規模改造（普通教室空調） 平成25年度 耐震補強事業（屋内
運動場）及 防災機能強化（屋内運動場） 令和元年度 大規模改造（特別教室空
調） 行     国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      
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学校教育系施設

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
田井小学校においては、児童数が399人、学級数が19クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

ハード：B ソフト：C
維持

現状

課題

○近隣施設    第三中学校    
○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 399人 児童 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○平成23年度 （特）耐震補強（屋内運動場） 平成24年度 耐震補強事業（校
舎） 平成24年度 大規模改造（普通教室空調） 平成26年度 大規模改造（  
 ）及 防災機能強化（屋内運動場） 平成29年度 大規模改造（   ） 令和元
年度 大規模改造（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施設   原則
   用途 変更      

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名：【田井小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小分類 小学校 所在地 田井西町９番１号

更新年（建築後60年） 2,430,450,000円

建築年（主  施設）

令和12年（2030年）

昭和45年（1970年） 総延床面積 7,365㎡

小学校として使用している。

偏差値
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学校教育系施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    中央図書館臨時図書室 池田小学校 第三中学校 保健福祉  
   池 里市民交流        
○平成24年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 364人 児童 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○平成24年度 大規模改造（普通教室空調） 平成25年度 耐震補強事業（屋内
運動場）及 防災機能強化（屋内運動場） 平成29年度 大規模改造（   ） 令
和元年度 大規模改造（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施設   
原則   用途 変更      

小分類 小学校 所在地 池田新町３番23号

更新年（建築後60年）

昭和46年（1971年） 総延床面積 6,498㎡

2,144,340,000円令和13年（2031年）

施設名：【桜小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小学校として使用している。

偏差値

今後の方向性

配置・機能

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
桜小学校においては、児童数が364人、学級数が18クラスとなっており、校舎は築
40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進状
況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進   

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：B

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75

利
用
・財
務
（
ソ
フ
ト
）

建物（ハード）

更新 長寿命化 集約化 廃止 その他
〇

98



学校教育系施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    西           第八中学校    
○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 449人 児童 在籍     
○平成11年度 校舎棟 大規模改修工事 実施     

○建築年 古 老朽化 進     
○平成24年度 耐震補強事業（屋内運動場）及 大規模改造（普通教室空調） 平
成25年度 耐震補強（校舎） 平成26年度 大規模改造（   ）及 防災機能強
化（屋内運動場） 平成29年度 大規模改造（   ） 令和元年度 大規模改造
（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更 
できない。

小分類 小学校 所在地 点野五丁目26番１号

更新年（建築後60年）

昭和48年（1973年） 総延床面積 7,900㎡

2,607,000,000円令和15年（2033年）

施設名：【点野小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小学校として使用している。

偏差値

今後の方向性

配置・機能

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
点野小学校においては、児童数が449人、学級数が19クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

維持
一次評価
二次評価
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学校教育系施設

令和15年（2033年）

昭和48年（1973年） 総延床面積 7,344㎡

小学校として使用している。

偏差値

小分類 小学校 所在地 黒原橘町30番１号

更新年（建築後60年） 2,423,520,000円

建築年（主  施設）

配置・機能

施設名：【和光小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

○近隣施設    啓明小学校    
○平成24年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 746人 児童 在籍     
○平成12年度 校舎棟 大規模改修工事 実施     

○建築年 古 老朽化 進     
○給食調理場天井裏       使用         囲 込 等 飛散防止対策済   
○平成24年度 耐震補強事業（校舎）及 大規模改造（普通教室空調） 平成26年度 大
規模改造（   ）及 防災機能強化（屋内運動場） 平成30年度 大規模改造（   ） 
令和元年度 大規模改造（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施設   原則 
  用途 変更      

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
和光小学校においては、児童数が746人、学級数が30クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

ハード：B ソフト：A
維持
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学校教育系施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設       保育所    
○平成24年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 326人 児童 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○給食調理場天井裏       使用         囲 込 等 飛散防止対策済   
○平成24年度 耐震補強事業（屋内運動場）及 大規模改造（普通教室空調） 平成26年
度 大規模改造（   ）及 防災機能強化（屋内運動場） 平成30年度 大規模改造（  
 ） 令和元年度 大規模改造（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施設   
原則   用途 変更      

小分類 小学校 所在地 国松町47番１号

更新年（建築後60年）

昭和50年（1975年） 総延床面積 6,003㎡

1,980,990,000円令和17年（2035年）

施設名：【国松緑丘小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小学校として使用している。

偏差値

今後の方向性

配置・機能

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
国松緑丘小学校においては、児童数が326人、学級数が18クラスとなっており、校
舎 築40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 
推進状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 
進める。

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：C
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学校教育系施設

ハード：B ソフト：B
維持

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
楠根小学校においては、児童数が176人、学級数が10クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

昭和51年（1976年） 総延床面積

二次評価
一次評価

今後の方向性

5,231㎡

現状

課題

○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 176人 児童 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○給食調理場天井裏       使用         囲 込 等 飛散防止対策済   
○平成24年度 大規模改造（普通教室空調） 平成25年度 耐震補強事業（屋内運動場）
及 防災機能強化（屋内運動場） 平成30年度 大規模改造（   ） 令和元年度 大規模
改造（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更   
ない。

小分類

施設概要

小学校として使用している。

小学校

偏差値

所在地 楠根南町21番１号

施設名：【楠根小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

1,726,230,000円

配置・機能

令和18年（2036年）

建築年（主  施設）

更新費更新年（建築後60年）
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学校教育系施設

令和19年（2037年）

昭和52年（1977年） 総延床面積 6,279㎡

小分類 小学校 所在地 梅が丘二丁目10番１号

更新年（建築後60年） 2,072,070,000円

配置・機能

施設名：【梅が丘小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小学校として使用している。

偏差値

建築年（主  施設）

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 303人 児童 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○給食調理場天井裏       使用         囲 込 等 飛散防止対策済   
○平成24年度 耐震補強事業（校舎） 平成24年度 大規模改造（普通教室空調） 平成
25年度 (特)耐震補強事業（屋内運動場）及 防災機能強化（屋内運動場） 令和元年度 
大規模改造（特別教室空調） 行     

学校施設については、明和・梅が丘小学校、第四中学校を統合し、施設一体型の
小中一貫校を建設する。
 今後 施設（敷地 含  ） 方向性 全庁的 見地 検討   

ハード：B ソフト：C
集約化（移転）
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学校教育系施設

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
宇谷小学校においては、児童数が395人、学級数が16クラスとなっており、校舎は
築30年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

ハード：B ソフト：B
維持

現状

課題

○近隣施設       保育所             
○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 395人 児童 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○平成24年度 耐震補強事業（校舎） 平成24年度 大規模改造（普通教室空
調） 平成25年度 耐震補強事業（屋内運動場）及 防災機能強化（屋内運動
場） 平成30年度 大規模改造（   ） 令和元年度 大規模改造（特別教室空
調） 行     国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名：【宇谷小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小分類 小学校 所在地 宇谷町８番１号

更新年（建築後60年） 1,685,970,000円

建築年（主  施設）

令和23年（2041年）

昭和56年（1981年） 総延床面積 5,109㎡

小学校として使用している。

偏差値
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学校教育系施設

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
石津小学校においては、児童数が284人、学級数が17クラスとなっており、校舎は
築30年 超  建物        今後 児童数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

ハード：B ソフト：B
維持

現状

課題

〇令和２年５月１日現在 284人 児童 在籍     
○近隣施設    池田小学校    
○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     

○建築年 古 老朽化 進     
○給食調理場天井裏及 体育倉庫天井       使用         囲 込 等 飛散防止
対策済です。
○平成24年度 大規模改造（普通教室空調） 平成25年度 耐震補強事業（屋内運動場）
及 防災機能強化（屋内運動場） 平成29年度 大規模改造（   ） 令和元年度 大規模
改造（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更   
ない。

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名：【石津小学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小分類 小学校 所在地 石津元町８番１号

更新年（建築後60年） 1,481,700,000円

建築年（主  施設）

令和24年（2042年）

昭和57年（1982年） 総延床面積 4,490㎡

小学校として使用している。

偏差値
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学校教育系施設

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
第一中学校においては、生徒数が484人、学級数が16クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 生徒数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

ハード：B ソフト：B

今後の方向性

配置・機能

課題

○近隣施設    東           市民会館 東小学校 太秦高齢者福祉    
がある。
○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
○令和２年５月１日現在 484人 生徒 在籍     

維持
一次評価
二次評価

○建築年 古 老朽化 進     
○平成23年度 大規模改造（普通教室空調） 平成24年度 耐震補強事業（校
舎） 平成25年度 (特)耐震補強事業（屋内運動場）及 防災機能強化（屋内運動
場） 平成30年度 大規模改造（   ） 令和元年度 大規模改造（特別教室空
調） 行     国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      

施設名：【第一中学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

中学校として使用している。

建築年（主  施設）

更新費
総延床面積 7,784㎡

偏差値

現状

2,568,720,000円令和９年（2027年）

昭和42年（1967年）

小分類 中学校 所在地 高宮新町32番１号

更新年（建築後60年）
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学校教育系施設

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
第二中学校においては、生徒数が450人、学級数が15クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 生徒数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

ハード：B ソフト：B
維持

現状

課題

○近隣施設    中央図書館臨時図書室 桜小学校 保健福祉     池 里市民
交流        
○平成23年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
○令和２年５月１日現在 450人 生徒 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○特別教室棟１ ２ ３階天井裏       使用         囲 込 等 飛散防止対策
済です。
○平成23年度 耐震補強事業（校舎）及 大規模改造（普通教室空調） 平成26年度 大
規模改造（   ）及 防災機能強化（屋内運動場） 令和元年度 大規模改造（特別教室空
調） 行     国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名：【第二中学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小分類 中学校 所在地 池田西町27番７号

更新年（建築後60年） 2,436,390,000円

建築年（主  施設）

令和15年（2033年）

昭和48年（1973年） 総延床面積 7,383㎡

中学校として使用している。

偏差値
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学校教育系施設

更新費

現状

○近隣施設    田井小学校 香里園              
○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
○令和２年５月１日現在 556人 生徒 在籍     

小分類 中学校 所在地 田井町17番３号

更新年（建築後60年）

昭和36年（1961年） 総延床面積 6,940㎡

2,290,200,000円令和３年（2021年）

施設名：【第三中学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

中学校として使用している。

偏差値

建築年（主  施設）

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
第三中学校においては、生徒数が556人、学級数が18クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 生徒数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

ハード：B ソフト：B
維持

一次評価
二次評価

課題

○建築年 古 老朽化 進     
○平成23年度 耐震補強事業（校舎）及 大規模改造（普通教室空調） 平成24
年度 耐震補強事業（校舎） 平成25年度 (特)耐震補強事業（屋内運動場）及 
防災機能強化（屋内運動場） 平成29年度 大規模改造（   ） 令和元年度 大
規模改造（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施設   原則   用
途 変更      

今後の方向性

配置・機能
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学校教育系施設

学校施設については、明和・梅が丘小学校、第四中学校を統合し、施設一体型の
小中一貫校を建設する。
 今後 施設（敷地 含  ） 方向性 全庁的 見地 検討   

ハード：B ソフト：C
集約化（移転）

現状

課題

○近隣施設    明和小学校 東              
○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
○令和２年５月１日現在 285人 生徒 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○平成23年度 大規模改造（普通教室空調） 平成25年度 耐震補強事業（校
舎） 平成26年度 大規模改造（   ）及 防災機能強化（屋内運動場） 令和元
年度 大規模改造（特別教室空調） 行     

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名：【第四中学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小分類 中学校 所在地 打上新町４番１号

更新年（建築後60年） 2,935,680,000円

建築年（主  施設）

令和14年（2032年）

昭和47年（1972年） 総延床面積 8,896㎡

中学校として使用している。

偏差値
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学校教育系施設

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
第五中学校においては、生徒数が621人、学級数が22クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 生徒数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：A

今後の方向性

配置・機能

施設名：【第五中学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

中学校として使用している。

偏差値

小分類 中学校 所在地 上神田二丁目８番１号

更新年（建築後60年）

昭和46年（1971年） 総延床面積 6,796㎡

2,242,680,000円令和13年（2031年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    西南              
○平成24年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
○令和２年５月１日現在 621人 生徒 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○平成23年度 大規模改造（普通教室空調） 平成24年度 (特)耐震補強事業
（屋内運動場） 平成26年度 防災機能強化（屋内運動場）及 大規模改造（  
 ） 平成30年度 大規模改造（   ） 令和元年度 大規模改造（特別教室空
調） 行     国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      
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学校教育系施設

令和13年（2031年）

昭和46年（1971年） 総延床面積 7,863㎡

中学校として使用している。

偏差値

小分類 中学校 所在地 成田町３番６号

更新年（建築後60年） 2,594,790,000円

建築年（主  施設）

配置・機能

施設名： 第六中学校 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

○近隣施設    東北           第五小学校 第六中学校 中央高齢者福祉
センターがある。
○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
○令和２年５月１日現在 669人 生徒 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○平成23年度 耐震補強事業（校舎）及 大規模改造（普通教室空調） 平成24
年度 耐震補強事業（校舎） 平成25年度 (特)耐震補強事業（屋内運動場）及 
防災機能強化（屋内運動場） 令和元年度 大規模改造（特別教室空調） 行   
  国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
 第六中学校      生徒数 669人 学級数 20          校舎 
築40年 超  建物        今後 生徒数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

ハード：B ソフト：B
維持
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学校教育系施設

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
第七中学校においては、生徒数が326人、学級数が11クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 生徒数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：B

今後の方向性

配置・機能

施設名：【第七中学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

中学校として使用している。

偏差値

小分類 中学校 所在地 讃良東町１番１号

更新年（建築後60年）

昭和50年（1975年） 総延床面積 6,687㎡

2,206,710,000円令和17年（2035年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    南           市民体育館 南小学校    保育所    
○平成24年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
○令和２年５月１日現在 326人 生徒 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○平成23年度 耐震補強事業(校舎）及 大規模改造（普通教室空調） 平成24年
度 耐震補強事業（校舎） 平成26年度 大規模改造（   ） 平成29年度 大規
模改造（   ） 令和元年度 大規模改造（特別教室空調） 行     国 補助
金 活用  施設   原則   用途 変更      
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学校教育系施設

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
第八中学校においては、生徒数が436人、学級数が16クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 生徒数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

ハード：B ソフト：C
維持

現状

課題

○近隣施設    点野小学校    
○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
○令和２年５月１日現在 436人 生徒 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○平成23年度 大規模改造（普通教室空調） 平成25年度 (特)耐震補強事業
（屋内運動場）及 防災機能強化（屋内運動場） 平成29年度 大規模改造（  
 ） 令和元年度 大規模改造（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施
設   原則   用途 変更      

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名：【第八中学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小分類 中学校 所在地 点野五丁目28番１号

更新年（建築後60年） 2,407,680,000円

建築年（主  施設）

令和19年（2037年）

昭和52年（1977年） 総延床面積 7,296㎡

中学校として使用している。

偏差値
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学校教育系施設

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
第九中学校においては、生徒数が368人、学級数が15クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 生徒数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

ハード：B ソフト：B
維持

現状

課題

○近隣施設    西小学校 啓明小学校 啓明幼稚園    
○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
○令和２年５月１日現在 368人 生徒 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○平成23年度 耐震補強事業（校舎）及 大規模改造（普通教室空調） 平成25
年度 (特)耐震補強事業（屋内運動場）及 防災機能強化（屋内運動場） 令和元
年度 大規模改造（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施設   原則
   用途 変更      

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名：【第九中学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小分類 中学校 所在地 高柳四丁目16番16号

更新年（建築後60年） 2,246,310,000円

建築年（主  施設）

令和20年（2038年）

昭和53年（1978年） 総延床面積 6,807㎡

中学校として使用している。

偏差値
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学校教育系施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    寝屋川斎場 三井小学校 第六中学校 総合教育研修     中央
高齢者福祉センターがある。
○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
○令和２年５月１日現在 400人 生徒 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○平成23年度 大規模改造（普通教室空調） 平成24年度 耐震補強事業（校舎 
屋内運動場） 平成25年度 耐震補強事業（校舎） 平成26年度 大規模改造（ 
  ）及 防災機能強化（屋内運動場） 平成29年度 大規模改造（   ） 令和
元年度 大規模改造（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施設   原
則   用途 変更      

小分類 中学校 所在地 成田南町20番７号

更新年（建築後60年）

昭和55年（1980年） 総延床面積 6,497㎡

2,144,010,000円令和22年（2040年）

施設名：【第十中学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

中学校として使用している。

偏差値

今後の方向性

配置・機能

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
第十中学校においては、生徒数が400人、学級数が14クラスとなっており、校舎は
築40年 超  建物        今後 生徒数 推移等 小中一貫教育 推進
状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進 
る。

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：B
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学校教育系施設

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
 友呂岐中学校      生徒数 417人 学級数 15          校舎
 築30年 超  建物        今後 生徒数 推移等 小中一貫教育 推
進状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進
める。

ハード：B ソフト：B
維持

現状

課題

○近隣施設    北小学校    
○新耐震基準に基づく建物である。
○令和２年５月１日現在 417人 生徒 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○体育倉庫天井裏       使用         囲 込 等 飛散防止対策済 
す。
○平成23年度 大規模改造（普通教室空調） 平成26年度 大規模改造（   ）
及 防災機能強化（屋内運動場） 平成29年度 大規模改造（   ） 令和元年度
 大規模改造（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施設   原則  
 用途 変更      

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名： 友呂岐中学校 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小分類 中学校 所在地 日新町２番25号

更新年（建築後60年） 2,071,080,000円

建築年（主  施設）

令和25年（2043年）

昭和58年（1983年） 総延床面積 6,276㎡

中学校として使用している。

偏差値
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学校教育系施設

学校施設については、災害時には、避難所としての役割も果たすことから、延命化措
置 適正 施設 改修 維持管理 継続的 行  
中木田中学校においては、生徒数が266人、学級数が10クラスとなっており、校舎
 築40年 超  建物        今後 生徒数 推移等 小中一貫教育 推
進状況 踏   学校内    建築物     建替 等 長寿命化 検討 進
める。

ハード：Ｂ ソフト：Ｂ
維持

現状

課題

○平成25年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
○令和２年５月１日現在 266人 生徒 在籍     

○建築年 古 老朽化 進     
○格技場天井裏及 格技場前廊下天井裏       使用         囲 込 等 飛散防
止対策済です。
○平成23年度 大規模改造（普通教室空調） 平成25年度 耐震補強事業（屋内運動場）
及 防災機能強化（屋内運動場） 平成30年度 大規模改造（   ） 令和元年度 大規模
改造（特別教室空調） 行     国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更   
ない。

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名：【中木田中学校】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小分類 中学校 所在地 中木田町７番１号

更新年（建築後60年） 2,464,440,000円

建築年（主  施設）

令和15年（2033年）

昭和48年（1973年） 総延床面積 7,468㎡

中学校として使用している。

偏差値
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学校教育系施設

今後の方向性

一次評価 ハード：C ソフト：B
二次評価 維持

 教職員研修 講演会等  有効活用及 市民     向上 目指  施設 機
能充実を図る。

○校舎棟(耐震済 管理棟)      使用用途等 決       屋内運動場    
等については、今後の在り方等について検討を行 必要    

配置・機能

現状

○近隣施設    第十中学校    
○Ｉｓ値0.6以上は確保している。
○中核市移行 伴  教育研修     旧明徳小学校校舎（耐震済 管理棟） 移
転   当   平成30年度 施設改修工事（建築 機械 電気）等 行   
○給食調理場      平成30年度 解体  （     除去 含  ） 

課題

更新費 1,559,250,000円

施設概要

教育関係職員の研修及び研究に
関する事業、教育支援事業、英
語村（英語力向上）事業 行 
ための施設である。

※１ 中核市移行 伴  平成31年３月 旧
教育研修センター（池田新町3‐23）から現所
在地（明徳1‐1‐1） 移転  平成31年４月
  施設名称 変更     
※２ 現所在地  平成17年３月31日   
 廃校    明徳小学校    平成19年４
月１日から旧明徳小学校校舎の一部を地域活
性化のためにこれまで活用していた。

偏差値

建築年（主  施設） 昭和47年（1972年） 総延床面積 4,725㎡
更新年（建築後60年） 令和14年（2032年）

施設名：【総合教育研修センター】 〔施設所管課：総合教育研修センター〕

小分類 その他教育施設 所在地 明徳一丁目１番１号
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子育て支援施設
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子育て支援施設

 現在 市立保育所 民間保育所    連携    保育水準 維持向上 努 
           要保護児童 対応        市立保育所 果  役割 
大   保育             機能   不可欠 施設        現在 
ところ現状維持が必要である。
 入所児童数 年間 最大   ３月（令和２年）      定員120人 児
童数104人 充足率86.7％        今後      将来的 入所児童数
 見込  国    幼児教育無償化 影響等 踏   幼児教育 就学前教育
を担う施設全体で総合的に検討する。

ハード：B ソフト：C
維持

総延床面積 793㎡

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

261,690,000円

配置・機能

施設名：【さくら保育所】 〔施設所管課：保育課〕

施設概要

小分類 保育所 所在地 対馬江西町15番16号

更新年（建築後60年） 令和12年（2030年）

昭和45年（1970年）建築年（主  施設）

更新費
保育を必要とする乳児・幼児を日々
保護者 下  通   保育 行  
とを目的とする。
児童福祉法第39 条の規定に基づ
き、保育を必要とする子どもの保育を
行    健全 心身 発達 図  
また、家庭や地域の様々な社会資
源との連携を図りながら、入所する子ど
もの保護者に対する支援及び地域の
子育 家庭 対  支援等 行 役
割を担う。

偏差値

〇市立保育所   市立保育所民営化方針（平成16年８月）  基   各      
        １箇所設置     本保育所  西南    位置   
○近隣施設    啓明小学校 啓明幼稚園    
〇平成27年度  28年度    耐震工事 実施  Is値0.6以上 確保     
〇入所児童数 98人    （令和２年４月１日時点）
〇待機児童ZEROプランRを推進する中、保育ニーズは高い水準にある。

〇耐震補強工事 完了      建築年 相当古  施設全体 老朽化 進     
施設 老朽化対策及 長寿命化対策 必要    
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子育て支援施設

542,850,000円令和19年（2037年）

昭和52年（1977年） 総延床面積 1,645㎡

保育を必要とする乳児・幼児を日々
保護者 下  通   保育 行  
とを目的とする。
児童福祉法第39 条の規定に基づ
き、保育を必要とする子どもの保育を
行    健全 心身 発達 図  
また、家庭や地域の様々な社会資
源との連携を図りながら、入所する子ど
もの保護者に対する支援及び地域の
子育 家庭 対  支援等 行 役
割を担う。

偏差値

小分類 保育所 所在地

更新年（建築後60年）

建築年（主  施設）

更新費

一次評価
二次評価

打上南町２番１号

配置・機能

施設名：【たんぽぽ保育所】 〔施設所管課：保育課〕

施設概要

ハード：B ソフト：B
維持

現状

課題

〇市立保育所   市立保育所民営化方針（平成16年８月）  基   各      
センターエリアに１箇所設置しており、本保育所は、東エリアに位置する。
○近隣施設    学 館 自転車 駅 明和小学校 東高齢者福祉        
〇平成22年度 30年度 耐震工事 実施  Is値0.6以上 確保     
〇入所児童数 125人    （平成30年４月１日時点）
〇待機児童ZEROプランRを推進する中、保育ニーズは高い水準にある。

〇保育棟 耐震補強工事 完了      建築年 相当古  施設全体 老朽化 進
     施設 老朽化対策及 長寿命化対策 必要    
〇建設時 国及 府 補助金 充当      売却時 返還  必要    

今後の方向性

 現在 市立保育所 民間保育所    連携    保育水準 維持向上 努 
           要保護児童 対応        市立保育所 果  役割 
大   保育             機能   不可欠 施設        現在 
ところ現状維持が必要である。
 入所児童数 年間 最大   ３月（平成31年）      定員120人 児
童数135人 充足率112.5％        今後      将来的 入所児童
数 見込  国    幼児教育無償化 影響等 踏   幼児教育 就学前教
育を担う施設全体で総合的に検討する。
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子育て支援施設

今後の方向性

一次評価
二次評価

保育所

 現在 市立保育所 民間保育所    連携    保育水準 維持向上 努 
           要保護児童 対応        市立保育所 果  役割 
大   保育             機能   不可欠 施設        現在 
ところ現状維持が必要である。
 入所児童数 年間 最大   ３月（令和２年）      定員150人 児
童数139人 充足率92.7％        今後      将来的 入所児童数
 見込  国    幼児教育無償化 影響等 踏   幼児教育 就学前教育
を担う施設全体で総合的に検討する。

ハード：B ソフト：B
維持

施設概要

保育を必要とする乳児・幼児を日々
保護者 下  通   保育 行  
とを目的とする。
児童福祉法第39 条の規定に基づ
き、保育を必要とする子どもの保育を
行    健全 心身 発達 図  
また、家庭や地域の様々な社会資
源との連携を図りながら、入所する子ど
もの保護者に対する支援及び地域の
子育 家庭 対  支援等 行 役
割を担う。

偏差値

施設名：【さつき保育所】 〔施設所管課：保育課〕

所在地 三井が丘四丁目10番１号小分類
昭和47年（1972年） 総延床面積 879㎡

現状

課題

〇市立保育所   市立保育所民営化方針（平成16年８月）  基   各        
      １箇所設置     本保育所  東北    位置   
○近隣施設    寝屋川斎場 三井小学校 宇谷小学校    
〇平成27年度  28年度    耐震工事 実施  Is値0.6以上 確保     
〇入所児童数 133人    （令和２年４月１日時点）
〇待機児童ZEROプランRを推進する中、保育ニーズは高い水準にある。

290,070,000円

建築年（主  施設）

更新費

配置・機能

〇耐震補強工事 完了      建築年 相当古  施設全体 老朽化 進     
施設 老朽化対策及 長寿命化対策 必要    

更新年（建築後60年） 令和14年（2032年）
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子育て支援施設

322,740,000円

小分類 保育所 所在地 寿町15番６号

更新年（建築後60年）

施設概要

保育を必要とする乳児・幼児を日々
保護者 下  通   保育 行  
とを目的とする。
児童福祉法第39 条の規定に基づ
き、保育を必要とする子どもの保育を
行    健全 心身 発達 図  
また、家庭や地域の様々な社会資
源との連携を図りながら、入所する子ど
もの保護者に対する支援及び地域の
子育 家庭 対  支援等 行 役
割を担う。

偏差値

施設名：【さざんか保育所】 〔施設所管課：保育課〕

配置・機能

令和16年（2034年）

建築年（主  施設）

更新費
昭和49年（1974年） 総延床面積 978㎡

現状

ハード：B ソフト：B
維持

一次評価
二次評価

今後の方向性

課題

 現在 市立保育所 民間保育所    連携    保育水準 維持向上 努 
           要保護児童 対応        市立保育所 果  役割 
大   保育             機能   不可欠 施設        現在 
ところ現状維持が必要である。
 入所児童数 年間 最大   ３月（令和２年）      定員150人 児
童数154人 充足率102.7％        今後      将来的 入所児童
数 見込  国    幼児教育無償化 影響等 踏   幼児教育 就学前教
育を担う施設全体で総合的に検討する。

〇市立保育所   市立保育所民営化方針（平成16年８月）  基   各            
  １箇所設置     本保育所  西北    位置   
○近隣施設    西北           北小学校 田井小学校 第三中学校 友呂岐中学校 
ある。
〇平成27年度  28年度    耐震工事 実施  Is値0.6以上 確保     
〇入所児童数 146人    （令和２年４月１日時点）
〇待機児童ZEROプランRを推進する中、保育ニーズは高い水準にある。

〇耐震補強工事 完了      建築年 相当古  施設全体 老朽化 進     
施設 老朽化対策及 長寿命化対策 必要    
〇建設時 国及 府 補助金 充当      売却時 返還  必要   
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子育て支援施設

昭和50年（1975年） 総延床面積 607㎡

保育を必要とする乳児・幼児を日々
保護者 下  通   保育 行  
とを目的とする。
児童福祉法第39 条の規定に基づ
き、保育を必要とする子どもの保育を
行    健全 心身 発達 図  
また、家庭や地域の様々な社会資
源との連携を図りながら、入所する子ど
もの保護者に対する支援及び地域の
子育 家庭 対  支援等 行 役
割を担う。

偏差値

長栄寺町22番13号

更新年（建築後60年）

建築年（主  施設）

更新費

一次評価
二次評価

200,310,000円

現状

令和17年（2035年）

配置・機能

施設名：【コスモス保育所】 〔施設所管課：保育課〕

施設概要

小分類 保育所 所在地

課題

〇市立保育所   市立保育所民営化方針（平成16年８月）  基   各      
        １箇所設置     本保育所  西    位置   
○近隣施設    西小学校 第二中学校 保健福祉        
〇平成27年度  28年度    耐震工事 実施  Is値0.6以上 確保     
〇入所児童数 96人    （令和２年４月１日時点）
〇待機児童ZEROプランRを推進する中、保育ニーズは高い水準にある。

今後の方向性

 現在 市立保育所 民間保育所    連携    保育水準 維持向上 努 
           要保護児童 対応        市立保育所 果  役割 
大   保育             機能   不可欠 施設        現在 
ところ現状維持が必要である。
 入所児童数 年間 最大   ３月（令和２年）      定員90人 児童
数98人 充足率108.9％        今後      将来的 入所児童数 
見込  国    幼児教育無償化 影響等 踏   幼児教育 就学前教育 
担う施設全体で総合的に検討する。

ハード：B ソフト：A
維持

〇耐震補強工事 完了      建築年 相当古  施設全体 老朽化 進     
施設 老朽化対策及 長寿命化対策 必要    
〇建設時 国及 府 補助金 充当      売却時 返還  必要    
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子育て支援施設

配置・機能

現状

偏差値

今後の方向性

課題

総延床面積 1,092㎡

保育所 所在地

更新費

一次評価

保育を必要とする乳児・幼児を日々
保護者 下  通   保育 行  
とを目的とする。
児童福祉法第39 条の規定に基づ
き、保育を必要とする子どもの保育を
行    健全 心身 発達 図  
また、家庭や地域の様々な社会資
源との連携を図りながら、入所する子ど
もの保護者に対する支援及び地域の
子育 家庭 対  支援等 行 役
割を担う。

360,360,000円

〇耐震補強工事 完了      建築年 相当古  施設全体 老朽化 進     
施設 老朽化対策及 長寿命化対策 必要    
〇建設時 国及 府 補助金 充当      売却時 返還  必要   

〇市立保育所   市立保育所民営化方針（平成16年８月）  基   各      
センターエリアに１箇所設置しており、本保育所は、南エリアに位置する。
○近隣施設    南              市民体育館 南小学校 木田小学校 第
七中学校、南幼稚園がある。
〇平成22年度 耐震工事 実施  Is値0.6以上 確保      大規模修繕工事 
未実施である。
〇入所児童数 107人    （令和２年４月１日時点）
〇待機児童ZEROプランRを推進する中、保育ニーズは高い水準にある。

更新年（建築後60年）

施設名：【あざみ保育所】 〔施設所管課：保育課〕

施設概要

建築年（主  施設）

二次評価

下木田町16番53号

令和21年（2039年）

昭和54年（1979年）

小分類

 現在 市立保育所 民間保育所    連携    保育水準 維持向上 努 
           要保護児童 対応        市立保育所 果  役割 
大   保育             機能   不可欠 施設        現在 
ところ現状維持が必要である。
 入所児童数 年間 最大   ３月（令和２年）      定員120人 児
童数118人 充足率98.3%        今後      将来的 入所児童数
 見込  国    幼児教育無償化 影響等 踏   幼児教育 就学前教育
を担う施設全体で総合的に検討する必要がある。

ハード：B ソフト：B
維持
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子育て支援施設

幼稚園の機能としては、現状のまま存続する。
  建物      今後 屋上防水工事 外壁工事   長寿命化対策 取 組 
でいく。
  今後      将来的 入園児数 見込  国    幼児教育無償化 影
響等を踏まえ、幼児教育・就学前教育を担う施設全体で総合的に検討する。

ハード：A ソフト：A
維持

現状

課題

○近隣施設    西北           北小学校 友呂岐中学校     保育所 
ある。
○新耐震基準である。
〇令和２年５月１日現在 52人 園児 在籍     

○平成8年建築（新耐震基準）     屋上 外壁等 経年劣化 認     

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名： 北幼稚園 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小分類 幼稚園 所在地 寿町57番３号

更新年（建築後60年） 328,350,000円

建築年（主  施設）

令和38年（2056年）

平成8年（1996年） 総延床面積 995㎡

幼稚園として使用している。

偏差値
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子育て支援施設

今後の方向性

偏差値

一次評価
維持

総延床面積 644㎡

施設名：【中央幼稚園】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

幼稚園として使用している。

小分類
建築年（主  施設）

更新年（建築後60年） 令和10年（2028年）

昭和43年（1968年）

課題

○近隣施設           東           市民会館 中央小学校 第一中学
校、上下水道局がある。
○平成26年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 31人 園児 在籍     

幼稚園 所在地 初町19番１号

幼稚園の機能としては、現状のまま存続する。
  建物      今後 屋上防水工事 外壁工事   長寿命化対策 取 組 
でいく。
  今後      将来的 入園児数 見込  国    幼児教育無償化 影
響等を踏まえ、幼児教育・就学前教育を担う施設全体で総合的に検討する。

○耐震補強工事 併  改修 行      必要最低限 改修    屋上 外壁等 
 経年劣化 認     
○平成26年度 大規模改造（補強） 行     国 補助金 活用  施設   原
則   用途 変更      

配置・機能

更新費 212,520,000円

二次評価
ハード：C ソフト：B

現状
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子育て支援施設

今後の方向性

偏差値

維持

673㎡

施設名：【南幼稚園】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

幼稚園として使用している。

一次評価

小分類
建築年（主  施設）

更新年（建築後60年） 令和11年（2029年）

昭和44年（1969年） 総延床面積

○近隣施設    南           市民体育館 南小学校 木田小学校    保
育所がある。
○平成26年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
〇令和２年５月１日現在 11人 園児 在籍     

幼稚園 所在地 下木田町６番１号

幼稚園の機能としては、現状のまま存続する。
  建物      今後 屋上防水工事 外壁工事   長寿命化対策 取 組 
でいく。
  今後      将来的 入園児数 見込  国    幼児教育無償化 影
響等を踏まえ、幼児教育・就学前教育を担う施設全体で総合的に検討する。

○耐震補強工事 併  改修 行      必要最低限 改修    屋上 外壁等 
 経年劣化 認     
○平成26年度 耐震補強事業（園舎） 行     国 補助金 活用  施設   
原則   用途 変更      

配置・機能

更新費 222,090,000円

二次評価
ハード：B ソフト：C

現状

課題
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子育て支援施設

幼稚園の機能としては、現状のまま存続する。
  建物      今後 屋上防水工事 外壁工事   長寿命化対策 取 組 
でいく。
  今後      将来的 入園児数 見込  国    幼児教育無償化 影
響等を踏まえ、幼児教育・就学前教育を担う施設全体で総合的に検討する。

ハード：B ソフト：A
維持

現状

課題

〇令和２年５月１日現在 25人 園児 在籍     
○平成26年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
○近隣施設   啓明小学校 第九中学校    保育所    

○耐震補強工事 併  改修 行      必要最低限 改修    屋上 外壁等 
 経年劣化 認     
○平成26年度 大規模改造（補強）及 (特)耐震補強 行     国 補助金 活用
  施設   原則   用途 変更      

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名：【啓明幼稚園】 〔施設所管課：施設給食課〕

施設概要

小分類 幼稚園 所在地 高柳六丁目18番１号

更新年（建築後60年） 312,840,000円

建築年（主  施設）

令和18年（2036年）

昭和51年（1976年） 総延床面積 948㎡

幼稚園として使用している。

偏差値
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子育て支援施設

今後の方向性

現状

課題

○近隣施設            産業振興     消費生活     駅前図書館 中央小学
校、保健所、ねやがわシティ・ステーションがある。
○平成21年度 耐震診断 実施  ＩＳ値0.8以上 確保     
○各中学校区   地域子育 支援拠点(12 所）    第一中学校区 拠点    孤立  
生  子育  不安等 解消     交流 場 提供 子育  相談対応等 行     
○支援拠点全体の中心として、各拠点、関係機関等との相互連携の促進など、地域における子育て
支援を推進している。
○平成28年度  施設 一部 青少年 健全育成 場（    ）   活用  施設 有効利用
を進めている。
〇平成31年4月   青少年 居場所条例 施行    施設 一部 青少年課 移管

○子育  不安等 解消     地域 子育 支援 担           親子が笑顔
でリフッシュできる事業を展開する「子育てリフレッシュ館」が、それぞれの特性をいかした連携を
図り、子育て支援を総合的に推進する必要がある。

施設名：【こどもセンター】 〔施設所管課：子育て支援課〕

小分類

293,700,000円

所在地 八坂町28番13号

施設概要

 昭和48年 保健       
建築   平成13年11月 改修
 行             開所 
子育て支援の充実を図り、関係機
関・団体との連携を進めるなど、地
域における子育て支援を推進する
施設

偏差値

建築年（主  施設）

更新費更新年（建築後60年）

幼児・児童施設

令和15年（2033年）

昭和48年（1973年） 総延床面積 890㎡

配置・機能

一次評価
二次評価
こどもセンターは、第一中学校区の拠点として、子育てリフレッシュ館の開館により施
設 利用目的 選択肢 広   現在   ５万人 超  子育 家庭 利用  
    引 続  利用状況 推移 適切 把握       市内12 所 設置 
 地域子育 支援拠点 中核施設    子育  不安等 解消     取組 
実施や、各拠点・関係機関等との相互連携を促進を図る。
    施設 維持     子育 支援機能     利用者 利便性向上及 
機能充実の在り方を検討する。

ハード：B ソフト：B
維持(検討）
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子育て支援施設
施設名：【子育てリフレッシュ館】 〔施設所管課：子育てリフレッシュ館〕
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子育て支援施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    東           市民会館 第一中学校 太秦高齢者福
祉センターがある。
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。
○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等の充実に努め
る。

小分類 留守家庭児童会 所在地 太秦元町2番1号

更新年（建築後60年）

昭和49年（1974年） 総延床面積 132㎡

43,560,000円令和16年（2034年）

施設名： 東小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

今後の方向性

配置・機能

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

維持
一次評価
二次評価

ハード：複合施設 ソフト：B
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子育て支援施設

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。なお、入会児童数の状況を踏ま
  単独棟更新時   学校施設 利用等 検討 加   

ハード：A ソフト：B
維持

現状

課題

○近隣施設    第九中学校     保育所    
○新耐震基準に基づく建物である。
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。
○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名： 西小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

小分類 留守家庭児童会 所在地 高柳三丁目1番27号

更新年（建築後60年） 21,780,000円

建築年（主  施設）

令和47年（2065年）

平成17年（2005年） 総延床面積 66㎡

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値
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子育て支援施設

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

維持
一次評価
二次評価

ハード：複合施設 ソフト：A

今後の方向性

配置・機能

施設名： 南小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

小分類 留守家庭児童会 所在地 下木田町16番15号

更新年（建築後60年）

昭和47年（1972年） 総延床面積 126㎡

41,580,000円令和14年（2032年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣 南           市民体育館 木田小学校 第七中学校    保
育所がある。
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。
○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。
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子育て支援施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    西北           友呂岐中学校     保育所    
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。

○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。

小分類 留守家庭児童会 所在地 寿町57番29号

更新年（建築後60年）

昭和53年（1978年） 総延床面積 131㎡

43,230,000円令和20年（2038年）

施設名： 北小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

今後の方向性

配置・機能

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

維持
一次評価
二次評価

ハード：複合施設 ソフト：B
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子育て支援施設

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。なお、入会児童数の状況を踏ま
  単独棟更新時   学校施設 利用等 検討 加   

ハード：A ソフト：A
維持

現状

課題

○近隣施設    東北           第六中学校 中央高齢者福祉       
○新耐震基準に基づく建物である。
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の
場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保しており、衛生や
安全が確保された施設及び設備等を備えている。

○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。
○衛生機能の充実を図る。

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名： 第五小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

小分類 留守家庭児童会 所在地 成田西町2番3号

更新年（建築後60年） 61,380,000円

建築年（主  施設）

令和43年（2061年）

平成13年（2001年） 総延床面積 186㎡

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値
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子育て支援施設

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

留守家庭児童会 所在地 錦町23番45号

二次評価

更新年（建築後60年） 令和２年（2020年）

昭和35年（1960年） 総延床面積 86㎡建築年（主  施設）

更新費

一次評価

28,380,000円

配置・機能

施設名： 成美小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

今後の方向性

現状

課題

○近隣施設    西南                  子育       館  
る。
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。
○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。
○衛生機能の充実を図る。

小分類

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

ハード：複合施設 ソフト：B
維持

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75

利
用
・
財
務
（
ソ
フ
ト

）

建物（ハード）

更新 長寿命化 集約化 廃止 その他
○

137



子育て支援施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    自転車 駅 第四中学校 東              
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。

○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。
    平成34年4月 小中一貫型小 中学校  開校     新校舎 移行 
る。

小分類 留守家庭児童会 所在地 打上高塚町4番1号

更新年（建築後60年）

昭和48年（1973年） 総延床面積 63㎡

20,790,000円令和15年（2033年）

施設名： 明和小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

今後の方向性

配置・機能

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

集約化（受入）
一次評価
二次評価

ハード：複合施設 ソフト：B
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子育て支援施設

建築年（主  施設）

更新費

配置・機能
○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。

更新年（建築後60年）

留守家庭児童会

令和８年（2026年）

昭和41年（1966年） 総延床面積 130㎡

現状

課題

○近隣施設    桜小学校 石津小学校    
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。

42,900,000円

施設概要

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

施設名： 池田小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

所在地 池田2丁目1番7号小分類

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

ハード：複合施設 ソフト：B
維持

今後の方向性

一次評価
二次評価
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子育て支援施設

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

維持
一次評価
二次評価

ハード：複合施設 ソフト：A

今後の方向性

配置・機能

施設名： 中央小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

小分類 留守家庭児童会 所在地 初町1番25号

更新年（建築後60年）

昭和48年（1973年） 総延床面積 135㎡

44,550,000円令和15年（2033年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設            駅前図書館 中央用幼稚園 寝屋川市役所 
上下水道局がある。
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。
○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75

利
用
・財
務
（
ソ
フ
ト
）

建物（ハード）

更新 長寿命化 集約化 廃止 その他
○

140
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放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

ハード：複合施設 ソフト：C

今後の方向性

配置・機能

課題

○近隣施設    和光小学校 第九中学校    保育所 啓明幼稚園    
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。

維持
一次評価
二次評価

○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。

施設名： 啓明小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。

建築年（主  施設）

更新費
総延床面積 69㎡

偏差値

現状

22,770,000円令和９年（2027年）

昭和42年（1967年）

小分類 留守家庭児童会 所在地 高柳六丁目3番1号

更新年（建築後60年）
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子育て支援施設

今後の方向性

維持

現状

課題

○近隣施設    寝屋川斎場 第十中学校    保育所    
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。

○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。
○衛生機能の充実を図る。

一次評価

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

ハード：複合施設 ソフト：B

施設名： 三井小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

小分類
建築年（主  施設）

更新年（建築後60年） 令和11年（2029年）

昭和44年（1969年） 総延床面積 131㎡

配置・機能

更新費 43,230,000円

留守家庭児童会 所在地 三井が丘三丁目7番3号

二次評価
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子育て支援施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。

○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。

小分類 留守家庭児童会 所在地 豊里町19番22号

更新年（建築後60年）

昭和44年（1969年） 総延床面積 64㎡

21,120,000円令和11年（2029年）

施設名： 木屋小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

今後の方向性

配置・機能

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

維持
一次評価
二次評価

ハード：複合施設 ソフト：B
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子育て支援施設

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。なお、入会児童数の状況を踏ま
  単独棟更新時   学校施設 利用等 検討 加   

維持
一次評価
二次評価

ハード：A ソフト：B

今後の方向性

配置・機能

施設名： 木田小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

小分類 留守家庭児童会 所在地 木田元宮一丁目17番1号

更新年（建築後60年）

平成6年（1994年） 総延床面積 99㎡

32,670,000円令和36年（2054年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    南           市民体育館 南小学校 中木田中学校    
保育所、南幼稚園がある。
○新耐震基準に基づく建物である。
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の
場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保しており、衛生や
安全が確保された施設及び設備等を備えている。
○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75

利
用
・財
務
（ソ
フ
ト
）

建物（ハード）

更新 長寿命化 集約化 廃止 その他
○

144



子育て支援施設

維持

小分類

今後の方向性

現状

課題

○近隣施設    西南           神田幼稚園    
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。

○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。

一次評価

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

ハード：複合施設 ソフト：A

施設名： 神田小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

建築年（主  施設）

更新年（建築後60年） 令和11年（2029年）

昭和44年（1969年） 総延床面積 64㎡

配置・機能

更新費 21,120,000円

留守家庭児童会 所在地 東神田町27番1号

二次評価
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子育て支援施設

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

維持
一次評価
二次評価

ハード：複合施設 ソフト：C

今後の方向性

配置・機能

施設名： 堀溝小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

小分類 留守家庭児童会 所在地 堀溝三丁目10番8号

更新年（建築後60年）

昭和45年（1970年） 総延床面積 65㎡

21,450,000円令和12年（2030年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    南          分館 堀溝    窓口    
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。

○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。
○衛生機能の充実を図る。
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子育て支援施設

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

ハード：複合施設 ソフト：B
維持

現状

課題

○近隣施設    第三中学校    
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。

○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。
○衛生機能の充実を図る。

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名： 田井小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

小分類 留守家庭児童会 所在地 田井西町9番1号

更新年（建築後60年） 42,240,000円

建築年（主  施設）

令和12年（2030年）

昭和45年（1970年） 総延床面積 128㎡

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値
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子育て支援施設

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

維持
一次評価
二次評価

ハード：複合施設 ソフト：B

今後の方向性

配置・機能

施設名： 桜小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

小分類 留守家庭児童会 所在地 池田新町3番23号

更新年（建築後60年）

昭和46年（1971年） 総延床面積 126㎡

41,580,000円令和13年（2031年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    中央図書館臨時図書室 池田小学校 第三中学校 保健福
祉     池 里市民交流        
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。
○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。
○衛生機能の充実を図る。
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子育て支援施設

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

ハード：複合施設 ソフト：B
維持

現状

課題

○近隣施設    西           第八中学校    
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。

○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名： 点野小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

小分類 留守家庭児童会 所在地 点野五丁目26番1号

更新年（建築後60年） 41,580,000円

建築年（主  施設）

令和15年（2033年）

昭和48年（1973年） 総延床面積 126㎡

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値
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令和15年（2033年）

昭和48年（1973年） 総延床面積 128㎡

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

小分類 留守家庭児童会 所在地 黒原橘町30番1号

更新年（建築後60年） 42,240,000円

建築年（主  施設）

配置・機能

施設名： 和光小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

○近隣施設    啓明小学校    
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。

○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

ハード：複合施設 ソフト：A
維持
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子育て支援施設

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。なお、入会児童数の状況を踏ま
  単独棟更新時   学校施設 利用等 検討 加   

ハード：A ソフト：C
維持

現状

課題

○近隣施設       保育所    
○新耐震基準に基づく建物である。
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。
○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。
○衛生機能の充実を図る。

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

建築年（主  施設）

配置・機能

 施設所管課：青少年課 

施設概要

小分類 留守家庭児童会 所在地 国松町47番1号

更新年（建築後60年） 38,610,000円

施設名： 国松緑丘小学校留守家庭児童会 

令和37年（2055年）

平成7年（1995年） 総延床面積 117㎡

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値
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子育て支援施設

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

ハード：複合施設 ソフト：C
維持

現状

課題

○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。

○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名： 楠根小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

小分類 留守家庭児童会 所在地 楠根南町21番1号

更新年（建築後60年） 20,790,000円

建築年（主  施設）

令和18年（2036年）

昭和51年（1976年） 総延床面積 63㎡

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値
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子育て支援施設

令和19年（2037年）

昭和52年（1977年） 総延床面積 65㎡

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

小分類 留守家庭児童会 所在地 梅が丘二丁目10番1号

更新年（建築後60年） 21,450,000円

建築年（主  施設）

配置・機能

 施設所管課：青少年課 

施設概要

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。

○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。
    平成34年4月 小中一貫型小 中学校  開校     新校舎 移行 
る。

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

ハード：複合施設 ソフト：B
集約化（移転）

施設名： 梅 丘小学校留守家庭児童会 
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子育て支援施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設       保育所             
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。

○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。

小分類 留守家庭児童会 所在地 宇谷町８番１号

更新年（建築後60年）

昭和56年（1981年） 総延床面積 64㎡

21,120,000円令和23年（2041年）

施設名： 宇谷小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

今後の方向性

配置・機能

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。

維持
一次評価
二次評価

ハード：複合施設 ソフト：B
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子育て支援施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    池田小学校    
○新耐震基準に基づく建物である。
○小学校と協議の上、教室等を確保し、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、
生活の場としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保し
ており、衛生や安全が確保された施設及び設備等を備えている。
○ 放課後児童健全育成事業 設備及 運営 関  基準平成26年厚生労働
省令第63号）    運営指針 基   専用区画 確保 設備等 充実 努 
る。

小分類 留守家庭児童会 所在地 石津元町8番1号

更新年（建築後60年）

平成17年（2005年） 総延床面積 69㎡

22,770,000円令和47年（2065年）

施設名： 石津小学校留守家庭児童会  施設所管課：青少年課 

施設概要

保護者が就労などにより昼間家
庭にいない小学校に就学してい
る児童に、学校の放課後及び
長期休業日等 適切 遊  
生活の場を提供することにより、
児童の健全な育成を図ること。 偏差値

今後の方向性

配置・機能

放課後児童健全育成事業の設備等については、「放課後児童健全育成事業の設
備及 運営 関  基準平成26年厚生労働省令第63号）   放課後児童   
運営指針（厚生労働省2015年3月31日）   寝屋川市放課後児童健全育成
事業 設備及 運営 関  基準 定  条例（条例第19号 平成26年9月30
日）」に基づき、子どもが安全に安心して過ごすことのできる、生活の場としての機能
と、遊び等の活動拠点としての機能を備えた専用区画を確保するとともに、衛生や安
全が確保された施設及び設備等を備えたものとする。なお、入会児童数の状況を踏ま
  単独棟更新時   学校施設 利用等 検討 加   

維持
一次評価
二次評価

ハード：A ソフト：B
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保健・福祉施設

成田町3番6号

更新年（建築後60年）

建築年（主  施設）

配置・機能

現状

課題

○近隣施設    東北           第五小学校 第六中学校 第十中学
校がある。
〇平成18年  指定管理者制度 導入     
○平成21年度 耐震診断 実施  旧館 新館   Is値0.6以上 確保   
る。
○新館 昭和50年 建設   旧館 昭和45年 建設      
○老朽化   交換 修理  必要   設備 備品 多  

今後の方向性

施設名：【中央高齢者福祉センター】

令和12年（2030年）

昭和45年（1970年） 総延床面積 1,301㎡

高齢福祉施設

更新費

小分類 所在地

520,400,000円

 施設 老朽化         効率的 効果的 運営 行     複合化 含 
 更新    検討 行     

〔施設所管課：高齢介護室〕

施設概要

高齢者に対して各種の相談に
応ずるとともに、健康の増進、教
養の向上及びレクリエーションの
   便宜 総合的 供与  
ために運営。各室使用承認事
務、各種健康講座等を実施。 偏差値

二次評価
ハード：B ソフト：A

検討
一次評価

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75

利
用
・財
務
（ソ
フ
ト
）

建物（ハード）

更新 長寿命化 複合化 廃止 その他
○ ○

158



保健・福祉施設

課題

○近隣施設    東           市民会館 東小学校 第一中学校  
る。

○耐震診断未実施である。
○老朽化   交換 修理  必要   設備 備品 多  

 施設 老朽化       長寿命化    検討   

現状

95,200,000円

ハード：C ソフト：A
維持

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

〔施設所管課：高齢介護室〕

施設概要

高齢者に対して各種の相談に応
ずるとともに、健康の増進、教養の
向上及             便
宜を総合的に供与するため開設。

小分類 高齢福祉施設 所在地 太秦元町14番22号

更新年（建築後60年）

偏差値

建築年（主  施設）

更新費

施設名：【太秦高齢者福祉センター】

令和23年（2041年）

昭和56年（1981年） 総延床面積 238㎡
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保健・福祉施設
施設名：【東高齢者福祉センター】

令和19年（2037年）

昭和52年（1977年） 総延床面積 581㎡

所在地 明和一丁目１番30号

更新年（建築後60年）

偏差値

建築年（主  施設）

更新費

今後の方向性

配置・機能

〔施設所管課：高齢介護室〕

施設概要

高齢者に対して各種の相談に
応ずるとともに、健康の増進、教
養の向上及びレクリｴーションのた
  便宜 総合的 供与   
とを目的とする施設。

小分類 高齢福祉施設

現状

232,400,000円

ハード：C ソフト：B
集約化検討

一次評価
二次評価

課題

○近隣施設    学 館     保育所    
○浴場を備えている。

○耐震診断未実施である。
○老朽化   交換 修理  必要   設備 備品 多  

 施設 老朽化         効率的 効果的 運営 行    近隣 公共施
設との集約化・複合化について検討する。
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保健・福祉施設

池田西町28番22号

更新年（建築後60年）

建築年（主  施設）

配置・機能

現状

課題

○近隣施設    中央図書館臨時図書室 池田小学校 桜小学校 第二中学
校     保育所 池 里市民交流        
〇平成18年  指定管理者制度 導入     
○保健福祉センターの６階を高齢者福祉センターとして位置付けている。
○プールを備えている。

○老朽化   交換 修理  必要   設備 備品 多  

今後の方向性

施設名： 西高齢者福祉     

令和40年（2058年）

平成10年（1998年） 総延床面積 1,518㎡

高齢福祉施設

更新費

小分類 所在地

607,200,000円

 現行施設 保全推進 基本    

〔施設所管課：高齢介護室〕

施設概要

高齢者に対して各種の相談に
応ずるとともに、健康の増進、教
養の向上及びレクリエーションの
   便宜 総合的 供与  
   運営 温水   無料開
放業務、各室使用承認事務、
各種健康講座等を実施。

偏差値

二次評価
ハード：複合施設 ソフト：A

維持
一次評価
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保健・福祉施設
施設名：【あかつき・ひばり園】 〔施設所管課：子育て支援課〕
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保健・福祉施設

○近隣施設            園    ○平成18年 屋根及 外壁改修工事 実
施。
〇    北斗福祉作業所 平成18年   大谷 里 平成27年  指定管理者制度 
導入している。
〇    北斗福祉作業所 大谷 里   新耐震基準 基  建物    
○平成26年 大谷 里建設 
○屋根 受変電設備 周辺機器 老朽化 
○空調関係 老朽化 

     北斗作業所  平成18年4月1日 指定管理者制度 導入  後  寝
屋川市における障害者施設の中核的な役割を担ってきた。新卒入所希望者全員の
受入 行    寝屋川市    存在意義 大     継続的 維持管理 行 
ていく。
    大谷 里 関    民間事業所   受入困難 重度障害者 緊急時 
備えや介護者の負担を軽減するレスパイトケア施設として、重要な役割を担っており、
引 続 維持管理 行     

ハード：B ソフト：B
維持二次評価

今後の方向性

現状

課題

配置・機能

〔施設所管課：障害福祉課〕

施設概要

    北斗福祉作業所
障害児者の日常生活及び社会生活を総合的
 支援     法律 基  事業 行   ､
寝屋川市 療育 自立     設置   事
業内容は、障害者の生活介護に関すること、障
害者 就労移行支援 関     障害者 就
労継続支援に関すること。

大谷 里
障害児者の日常生活及び社会生活を総合的
 支援     法律 基  事業 行   ､
寝屋川市に短期入所施設を設置する。事業内
容は、障害者及び障害児の短期入所に関する
こと。

小分類

一次評価

障害福祉施設 所在地 大谷町7番1号

更新年（建築後60年）

偏差値

建築年（主  施設）

更新費 826,800,000円

施設名：     北斗福祉作業所 大谷 里 

令和28年（2046年）

昭和61年（1986年） 総延床面積 2,067㎡
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保健・福祉施設

更新 長寿命化 集約化 廃止 その他
○

建築年（主  施設）

更新費

一次評価

偏差値

今後の方向性

配置・機能

現状

課題

○近隣施設    東高齢者福祉        
○平成21年度 耐震診断 実施  Ｉｓ値0.6以上 確保     
○教育      事業集約 当       文化     廃止  平成28年度4月１
日  生涯学習施設 寝屋川市立学 館     2 3階部分 指定管理業者 事業 委
託    1階部分 市 管理   建物 学 館 東障害福祉      複合施設   
ている。

施設名：【東障害福祉センター】 〔施設所管課：東障害福祉センター〕

施設概要

更新年（建築後60年） 令和20年（2038年）

昭和53年（1978年） 総延床面積
974,000,000円

 利用者 少  事業 廃止 統合  併設  学 館 合   東高齢者福祉 
ンターとの集約化を検討する。

○施設 利便性 向上    利用者数 増加 図 必要    

二次評価

障害福祉施設 所在地 明和一丁目13番23号

2,435㎡

①身体障害福祉センターB型（現在はⅡ
型）    昭和55年10月1日 寝屋川
市立国守障害福祉        開設 
②平成18年10月1日 住居表示変更 
伴  施設名  寝屋川市立東障害福祉
      変更 
③公共施設等整備・再編計画（平成22
年3月）    平成23年4月1日   
いき文化センター内に移設。
④いきいき文化センターが廃止（平成28
年3月31日）    学 館  複合施設
   運営  建物全体 管理 東障害
福祉センターが担当している。

小分類

ハード：B ソフト：B
集約化検討
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保健・福祉施設

課題

○近隣施設            駅前図書館 産業振興     消費生活       
もセンター、ねやがわシティ・ステーションがある。
○耐震については問題ないことが確認されている。（IS値0.77）
○寝屋川市駅  徒歩５分程度 利便性    
○平成30年度  市民駐車場及 駐輪場 整備     洋式化等 行      大阪
府   屋上 防水工事 検査室 整備 行    

○建築年 古          使用       床 壁          老朽化 進
んでいるため、今後修繕が必要になる可能性がある。

 保健所機能 有  施設    今後 維持管理 行     

現状

558,744,000円

ハード：B ソフト：B
維持

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

〔施設所管課：保健総務課〕

施設概要

地域保健法に基づき、中核市と
  平成31年４月 大阪府  
無償譲渡を受け、市保健所として
設置している。
保健所組織のうち、保健総務
課、保健衛生課及び保健予防課
の感染症担当を配置している。

小分類 保健施設 所在地 八坂町28番３号

更新年（建築後60年）

偏差値

建築年（主  施設）

更新費

施設名：【保健所】

令和13年（2031年）

昭和46年（1971年） 総延床面積 1,397㎡
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保健・福祉施設
施設名： 保健福祉    診療所 

令和40年（2058年）

平成10年（1998年） 総延床面積 2,498㎡

所在地 池田西町28番22号

更新年（建築後60年）

偏差値

建築年（主  施設）

更新費

今後の方向性

配置・機能

〔施設所管課：健康づくり推進課〕

施設概要

 他 医療機関 診療 行   
休日 診療体制及 地域 歯科
診療所 治療 困難 障害者 
対  歯科診療体制 確保   
め保健福祉センター１階に設置。
乳幼児及び成人の集団健
（検）診に使用する検査室等を
同センターの３階に設置。

小分類 保健施設

現状

999,160,000円

ハード：複合施設 ソフト：B
維持

一次評価
二次評価

課題

○近隣施設    中央図書館臨時図書室 池田小学校 桜小学校 第二中学校   
  保育所 池 里市民交流        
〇保健福祉    １階 休日診療(内科 小児科 歯科）及  障害者歯科診療 行 
ている。
〇保健福祉    ３階 各種集団健（検）診業務 行     

○診療機器等 耐用年数 超過            庁舎管理及 乳幼児健診 主管
課等 調整     年次的 更新    必要    

 大阪府医療計画     市町村 一次救急 担 旨 記載        当
該施設を維持する必要がある。
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保健・福祉施設

令和22年（2040年）

昭和48年（1973年） 総延床面積 40㎡

 昭和56年  国際障害者年 記念事
業 一環    歯科医師会 全面的 
協力 得  障害乳幼児  適切 歯科
診療 機会 提供 障害児 発達 支援
  療育活動 一環    診療 行  
  目的            歯科診療
所」が開設。
 昭和59年11月   市内 障害乳幼
児 対象   外来診療 開始 
 平成26年度           園   
  指定管理者制度 導入  社会福祉
法人療育 自立     指定管理者  
る。

偏差値

小分類 保健施設 所在地 大谷町6番1号

更新年（建築後60年） 16,000,000円

建築年（主  施設）

配置・機能

施設名：         歯科診療所 〔施設所管課：子育て支援課〕

施設概要

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

〇近隣施設        北斗福祉作業所 大谷 里    
○        園 併設   診療所 開設      歯 治療 診療所設備 活用 
 日常的       指導等 口腔衛生指導 予防 取 組          歯   園
児 割合 減少       療育 一環   実施     園児 治療 受  力 育成
に寄与している。

○障害児等 支  歯科医療体制 維持     市 歯科医師会  連携 継続    
必要がある。
○設備 器具等 進化    中  診療所 果     役割      機能 維持  
いくための検討が必要である。

 施設 併設   療育活動 一環    診療 取 組 歯科診療所    園児 治療
 受  力 育成 寄与       力 早期 獲得     将来 渡 障害児者 口
腔衛生 向上 図      引 続  診療所 維持     
 診療所 経験  歯科医師 増加 広   地域歯科医療体制 維持  不可欠   
   子   保護者 安全 安心  利用       引 続  診療所機能 維持  
いく。

ハード：複合施設 ソフト：B
維持
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行政系施設
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 行政系施設

○本庁舎のみでは、執務スペースを確保することが困難なため、一部業務を保健福祉セン
   池 里市民交流     行     市民 利便性 業務 効率性   点 課題 
ある。
○建築後60年近 経過     施設全体 老朽化 進     
○国 補助金 活用  施設   原則   用途 変更      

令和6年（2024年）

二次評価

12,930㎡

施設概要

寝屋川市 本庁舎    行政
サービスの核となる施設である。
災害時には、災害対策本部を
設置し、防災・災害対策の拠点
となる施設である。

偏差値

建築年（主  施設）

更新費

小分類

現状

施設名：【寝屋川市役所】 〔施設所管課：資産活用課〕

所在地 本町1番１号

更新年（建築後60年） 5,172,000,000円

総延床面積
庁舎等

○近隣施設    市民会館 中央小学校 上下水道局    
○平成24年度  平成25年度    耐震工事 実施  IS値0.6 確保     
○人口増加 業務量増大 伴  増築   方法 対応    結果 市民    窓口
の分散配置となった。

一次評価

配置・機能

昭和39年（1964年）

今後の方向性

課題

 本市 行政     核   施設      機能 維持          
 施設 長寿命化対策 実施   

ハード：B ソフト：B
維持
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 行政系施設

 寝屋川市駅構内        更 利便性 高     子育 分野  取扱業
務を拡充させ、ワンストップ化に努める。
    市民           化構想  進    中  今後 在 方 検討 
る。

ハード：賃借 ソフト：B
維持

今後の方向性

現状

課題

配置・機能

施設名：【ねやがわシティ・ステーション】 〔施設所管課：ねやがわシティ・ステーション〕

施設概要

建築年（主  施設）

更新費 74,000,000円

一次評価

185㎡

小分類 庁舎等 所在地 早子町16番11‐101号

更新年（建築後60年）

○寝屋川市駅構内    利便性 良 立地条件    
○近隣施設            駅前図書館 産業振興     消費生活       
もセンター、子育てリフレッシュ館、保健所がある。
○ハローワーク枚方職業紹介コーナーを併設し、就労支援をしている。

総延床面積
令和42年（2060年）

平成12年（2000年）

二次評価

 住民異動届 受付 始  各種証
明書 交付 国民健康保険 国民年
金 後期高齢者医療 子  医療 資
格の取得喪失手続、転校手続、健康
手帳 交付 市税 国民健康保険
料 介護保険料 後期高齢者医療保
険料 水道料金  尿    料金等 
納付受付、児童手当の申請受付、及
び各種相談受付、パスポートの交付等
 業務 行     
また、他のシティ・ステーションにはない
ハローワークを併設している。

偏差値

○施設所有者が京阪電気鉄道㈱のため、継続的な協議を要する。
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 行政系施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○香里園駅前 利便性 良 立地条件    

○京阪本線連続立体交差事業 伴  移転 必要    

小分類 庁舎等 所在地 香里南之町16番15号

更新年（建築後60年）

昭和47年（1972年） 総延床面積 96㎡

38,400,000円令和14年（2032年）

施設名： 香里園            施設所管課：香里園           

施設概要

 住民異動届 受付 始  各種証
明書 交付 国民健康保険 国民年
金 後期高齢者医療 子  医療 資
格の取得喪失手続、転校手続、健康
手帳 交付 市税 国民健康保険
料 介護保険料 後期高齢者医療保
険料 水道料金  尿    料金等 
納付受付、児童手当の申請受付、及
 各種相談受付等 業務 行   
る。

今後の方向性

配置・機能

 香里園駅前        更 利便性 高     子育 分野  取扱業務 
拡充させ、ワンストップ化に努める。
    京阪本線連続立体交差事業 完成後  高架下 公共用     活用
 市民           化構想  進    中  今後 在 方 検討   

移転
一次評価
二次評価

ハード：賃借 ソフト：C
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 行政系施設

 萱島駅構内        更 利便性 高     子育 分野  取扱業務 
拡充させ、ワンストップ化に努める。
    市民           化構想  進    中  今後 在 方 検討 
る。

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：C

今後の方向性

配置・機能

施設名：【萱島シティ・ステーション】 〔施設所管課：萱島シティ・ステーション〕

施設概要

 住民異動届 受付 始  各種
証明書 交付 国民健康保険 
国民年金 後期高齢者医療 子 
 医療 資格 取得喪失手続 
転校手続、健康手帳の交付、市
税 国民健康保険料 介護保険
料 後期高齢者医療保険料 水
道料金  尿    料金等 納付
受付、児童手当の申請受付、及
 各種相談受付等 業務 行  
いる。

偏差値

小分類 庁舎等 所在地 萱島本町19番１号

更新年（建築後60年）

昭和59年（1984年） 総延床面積 101㎡

40,400,000円令和26年（2044年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○萱島駅構内    利便性 良 立地条件    
○新耐震基準に基づく建物である。

○空調  施設設備 老朽化 進     
○施設所有者が京阪電気鉄道㈱のため、継続的な協議を要する。
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 行政系施設

令和20年（2038年）

昭和53年（1978年） 総延床面積 57㎡

 住民異動届 受付 始  各種
証明書 交付 国民健康保険 国
民年金 後期高齢者医療 子  医
療 資格 取得喪失手続 転校手
続 健康手帳 交付 市税 国民
健康保険料 介護保険料 後期高
齢者医療保険料 水道料金  尿 
   料金等 納付受付 児童手
当の申請受付、及び各種相談受付
等 業務 行     

偏差値

小分類 庁舎等 所在地 池田西町24番５号

更新年（建築後60年） 22,800,000円

建築年（主  施設）

配置・機能

施設名： 西            施設所管課：西           

施設概要

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

○池 里市民交流     併設        市域 西部方面  利便性 良 立地
条件にある。

○今後 池 里市民交流     保健福祉     在 方 共 検討  必要    

 市域 西部方面 位置        更 利便性 高     子育 分野  取
扱業務を拡充させ、ワンストップ化に努める。
    市民           化構想  進    中  今後 在 方 検討 
る。

ハード：複合施設 ソフト：B
検討
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 行政系施設

令和21年（2039年）

昭和54年（1979年） 総延床面積 204㎡

 住民異動届 受付 始  各種
証明書 交付 国民健康保険 国
民年金 後期高齢者医療 子  医
療 資格 取得喪失手続 転校手
続 健康手帳 交付 市税 国民
健康保険料 介護保険料 後期高
齢者医療保険料 水道料金  尿 
   料金等 納付受付 児童手
当の申請受付、及び各種相談受付
等 業務 行     

偏差値

小分類 庁舎等 所在地 打上宮前町3番1号

更新年（建築後60年） 81,600,000円

建築年（主  施設）

配置・機能

施設名：【東シティ・ステーション】 〔施設所管課：東シティ・ステーション

施設概要

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

○区分所有建物である。
○寝屋川公園駅前 利便性 良 立地条件    
○近隣施設    明和小学校 第四中学校    

○正面           修繕 実施        建築  41年 経過  老朽化 進   
る。
○入居    寝屋川東        中1番館      耐震診断未実施    （平成26年 
大規模修繕実施済み。）

 寝屋川公園駅前      第二京阪道路側道  直接    可能      
  更 利便性 高     子育 分野  取扱業務 拡充         化 
努める。
    寝屋川公園周辺       市民           化構想  進    
中で、今後の在り方を検討する。

ハード：C ソフト：C
複合化（移転）検討
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 行政系施設

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○国道163号線以南 位置  特 高齢者 利便性 高 立地条件    
○近隣施設    南          分館 堀溝小学校    
○新耐震基準に基づく建物である。

〇周辺地域 市民 利便性 向上 貢献          利便性 高     
取扱業務について検討する必要がある。

小分類 庁舎等 所在地 堀溝３丁目10番20号

更新年（建築後60年）

平成14年（2002年） 総延床面積 157㎡

62,800,000円令和44年（2062年）

施設名：【堀溝サービス窓口】 〔施設所管課：萱島シティ・ステーション〕

施設概要

 各種証明書 交付 始  国民
健康保険 国民年金 子  医療
の資格の取得喪失手続、健康手
帳 交付 市税 国民健康保険
料 介護保険料 後期高齢者医
療保険料 水道料金  尿    
料金等 納付受付 児童手当 
申請受付、及び各種相談受付等
 業務 行     

偏差値

今後の方向性

配置・機能

 市域最南地域 位置  近隣 主要 公共施設      更 利便性 高  
ため、子育て分野など取扱業務を拡充させ、ワンストップ化に努める。

維持
一次評価
二次評価

ハード：A ソフト：B
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 行政系施設

池田西町28番22号

更新年（建築後60年）

建築年（主  施設）

配置・機能

現状

課題

○平成30年６月 大阪府北部地震 被災     福祉機能等 保健福祉    及 
池 里市民交流      図書館機能 旧教育研修         移転  平成31
年３月末 閉鎖   
○近隣施設    中央図書館臨時図書室 池田小学校 桜小学校 第二中学校   
  保育所 池 里市民交流        
○平成９年度 耐震工事 実施  Ｉｓ値0.6以上 確保     

○建物内にある吹付物等の建材に、アスベストが含まれている。
○建物を解体するに当たり、アスベスト除去工事を実施するが、全館にアスベストが存在する
   除去工事 完了      程度 工期 必要    
○大規模 建物      解体時 騒音 振動 粉  等 周辺  影響 懸念    

今後の方向性

施設名：【総合センター】

令和14年（2032年）

昭和47年（1972年） 総延床面積 12,022㎡

庁舎等

更新費

小分類 所在地

4,808,800,000円

 令和２年度  総合     解体     決定   

〔施設所管課：福祉総務課〕

施設概要

援護又は、育成を要する者に対
し、心身の健康の保持及び育
成並びに生活の安定のために必
要 指導 援助等 行    
 市民福祉 向上 資    
設置されたものである。 偏差値

二次評価
ハード：B ソフト：B

解体
一次評価
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 行政系施設

課題

○近隣施設    中央図書館臨時図書室 池田小学校 桜小学校 第二中学校     保育
所 池 里市民交流        
〇新耐震基準に基づく建物である。
○築20年 経過  施設    市内西側 拠点   施設    
○健康部    部 福祉部執務室      西高齢者福祉    等 所在  施設    
○平成31年４月 保健所           設置（１階）      総合     閉鎖   
ない障害者作業室など機能の一部が移転されている。
○非常時  休日診療所 市災害医療     設置   

○築年数 経過     壁面 空調設備等 老朽化 進       
○総合     閉鎖 同時 来庁者駐輪場 閉鎖       
○総合    機能 一部移転    会議室 転用       会議室 不足 
○すこやかステーションの設置に当たり、地域活性化事業債を活用しており、その目的と合致し
  用途  変更等      繰上償還 発生  可能性    

 保健 医療 福祉          総合的 供給  拠点施設   維持   
また、今後、総合センター解体に伴う施設整備が必要となる。

現状

3,526,400,000円

ハード：A ソフト：B
維持

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

〔施設所管課：こどもを守る課〕

施設概要

市民 健康保持及 増進 図  
高齢社会に対応した高齢者、障
害者等 在宅生活 支援    
  保健 医療 福祉     
サービスを総合的に供給する施設
として設置されたものである。

小分類 庁舎等 所在地 池田西町28番22号

更新年（建築後60年）

偏差値

建築年（主  施設）

更新費

施設名：【保健福祉センター】

令和40年（2058年）

平成10年（1998年） 総延床面積 8,816㎡
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 行政系施設

 高架事業課事務所 入居      京阪本線連続立体交差事業 移転対象
物      建物 移転時期 合   近隣 民間  等 本事務所 移転 検
討する。

二次評価 移転

課題

○香里園駅 近  分     場所 位置     
○近隣施設           香里    

○京阪本線連続立体交差事業 移転対象施設    

施設名：【高架事業課事務所】 〔施設所管課：高架事業課〕

施設概要

京阪本線連続立体交差事業 推
進のために設置され、都市基盤整
備部高架事業課の事務所として
使用している。

偏差値

建築年（主  施設）

小分類 行政系施設 所在地 香里南之町16番15号

更新年（建築後60年）

昭和47年（1972年） 総延床面積 49㎡

19,600,000円

配置・機能

令和14年（2032年） 更新費

現状

ハード：賃借 ソフト：C一次評価

今後の方向性

利
用
・
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務
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ト
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 行政系施設
施設名：【上下水道局庁舎】 〔施設所管課：経営総務課〕

小分類 庁舎等 所在地 本町15番１号

建築年（主  施設） 昭和53年（1978年） 総延床面積 2,354㎡
更新年（建築後60年） 令和20年（2038年） 更新費 941,600,000円

施設概要

旧庁舎（    ２階立 ） 
手狭になったため、新庁舎の建
設 行   
鉄筋コンクリート造り、地上４
階、地下１階

偏差値

配置・機能

現状

○近隣施設            市民会館 中央小学校 中央幼稚園 寝屋川市役
所がある。
○平成21年度 耐震診断 実施  Is値0.6以上 確保     
○上下水道局庁舎 昭和53年竣工  40年以上経過  建築物    耐用年数 
半ばを迎えている。

課題

災害時の応急給水や浸水対策を始め、安全で安定した上下水道サービスの提供に
係 事務 執行 市民     提供    必要 施設    今後 経年劣化
 状況 踏   施設設備 改修 行  長寿命化 図     

○今後  竣工後40年以上経過        経年劣化 伴 施設設備等 改
修が課題となる。

今後の方向性

一次評価 ハード：B ソフト：B
二次評価 維持
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 行政系施設

更新 長寿命化 集約化 廃止 その他

○ ○

1,047,600,000円

小分類 庁舎等 所在地 香里西之町１９番２号

更新年（建築後60年）

平成6年（1994年） 総延床面積 2,619㎡

令和36年（2054年）

今後の方向性

施設名： 香里浄水場 〔施設所管課：水道事業課〕

施設概要

現在 水利権廃止   浄水機能  
ての用途は廃止
≪施設の概要≫
沈澱池 着水井 薬品混和池 流入
渠     形成池 流出渠 中塩素
混和池 砂 過池流入渠 急速 過
池 砂 過池流出渠 高度浄水処理
   反応槽  活性炭流入渠  活性
炭ろ過池、 活性炭洗浄排水槽、後
塩素混和池 浄水池 管理棟 旧管
理棟 薬注棟 水質試験室    
室 排泥池 一次濃縮槽 二次濃縮
槽、上澄水槽、脱水機室

偏差値

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○平成26年度末 浄水処理 休止 平成27年度  中央監視装置 楠根配水場 移設   以
降  旧浄水課 事務所（兼水質試験室）   使用      平成30年度 組織統合 伴 
旧浄水課 上下水道局 移転  管理棟及 旧管理棟 無人施設    水質試験室  業務 
継続     施設 無人化 伴  平成30年７月  機械警備   防犯対策 行     
○新管理棟  S56年新耐震基準 基  建物    
○水質試験室  S54年建築     H22年耐震診断 結果補強不要  診断 得    
○平成30年6月18日 発生  大阪北部地震 影響    中央図書館 蔵書及 考古学遺物
等 管理棟 旧管理棟 一時保管 行     

○香里浄水場  平成４年度  平成11年度    高度浄水処理施設   補助金 
企業債   活用 建築        包括承認事項（補助金 活用  取得  財産
  処分 特例）及 企業債   償還期限 留意    利活用 図        
い。
○汚泥引抜   室      （約30㎡ 封 込 対策済）
○旧管理棟  耐震診断未実施    

配置・機能

ハード：B ソフト：B
検討

一次評価
二次評価

 既存施設      当面 埋蔵文化財等 収容 行   香里浄水場 立地     
施設 有効活用等 多様 視点 持  調査 研究       跡地利用 努   
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 行政系施設

58,400,000円

配置・機能

令和48年（2066年）

小分類 消防施設 所在地 小路北町22番23号

更新年（建築後60年）

平成18年（2006年） 総延床面積

施設名：【消防団明和班屯所】 〔施設所管課：防災課〕

施設概要

寝屋川市消防団明和班屯所
（車庫及 事務所 会議室）

偏差値

建築年（主  施設）

更新費

課題

○近隣施設    学 館 東高齢者福祉        
○平成18年建築    新耐震基準 満      
○寝屋川市  市消防団明和班 貸与       車 人員搬送車 車庫 常
駐している。
○市消防団明和班 活動拠点       規律訓練 会議   使用     
○地域防災力向上 観点  地域 防災拠点 必要    

146㎡

現状

ハード：A ソフト：B
維持

一次評価
二次評価

今後の方向性

 今後 大規模災害等 発生 踏   地域防災力向上 観点  地域 防災拠
点としての活用を検討する必要がある。
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 行政系施設

池田西町24番５号

更新年（建築後60年）

建築年（主  施設）

配置・機能

現状

課題

○仮設庁舎     2019年３月 建          10年間    物件    
○近隣施設    西           中央図書館臨時図書室 第二中学校 保健福
祉センターがある。
○池 里市民交流    （校舎棟     棟） 一部及 仮設庁舎（    棟） 
福祉機能の一部が所在する。

○池 里市民交流    （校舎棟     棟）     建築年 古 老朽化 進  
いる。
○福祉機能 池 里市民交流     保健福祉     分散              
スについての課題が残る。
〇仮設庁舎  臨時的 期間  使用 想定     恒久的 使用  場合  関係課
協議が必要となる。

今後の方向性

施設名： 池 里市民交流    （福祉行政機能）】

令和61年（2079年）

平成31年（2019年） 総延床面積 1,066㎡

庁舎等

更新費

小分類 所在地

426,552,000円

 現状 臨時的 配置                化構想 中 今後 配置等 
ついて検討する。

〔施設所管課：福祉総務課〕

施設概要

総合センターの閉鎖に伴い、同
センター内の福祉機能の一部を
臨時的 池 里市民交流  
ターに移転したもの。

偏差値

二次評価
ハード：複合施設、賃借 ソフト：B

検討
一次評価
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市営住宅

185



 市営住宅

ハード：B ソフト：B
維持

今後の方向性

課題

○近隣施設    南           市民体育館 南小学校 木田小学校 第七中学
校、あざみ保育所、南幼稚園がある。
○平成27年度 耐震診断 実施  Is値0.6以上 確保     
○令和２年４月１日現在 管理戸数18戸 入居戸数9戸 空室9戸
○空室 一時的 罹災者用住宅   活用     
〇新型コロナウイルス感染症（COVID‐19）対策として解雇等により住居の退去を余儀なく
   方  市営住宅 一時提供 行     

現状

配置・機能

○寝屋川市営住宅長寿命化計画 基   住宅        当面 現状維持
  必要 点検 日常修繕 適切 行  
○空室      火災 災害時 罹災者用住宅   活用     

施設概要

昭和39年及 昭和43年 建設 
れた中層耐火構造（3階建）の
市営住宅    

偏差値

小分類 市営住宅

総延床面積 830㎡建築年（主  施設）

更新費

所在地 下木田町16番1号

一次評価
二次評価

更新年（建築後60年）

昭和39年（1964年）

232,400,000円令和6年（2024年）

施設名： 下木田市営住宅 〔施設所管課：まちづくり推進課〕
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 市営住宅

一次評価

更新年（建築後60年）

市営住宅

令和7年（2025年）

昭和40年（1965年） 総延床面積 22,066㎡

小分類

更新費

施設概要

昭和40 48年 建設   中層
耐火構造（4階建） 公営住宅
である。
 明和住宅 17棟
 明和住宅北集会所

偏差値

建築年（主  施設）

借上住宅  移転推進二次評価

6,178,480,000円

施設名： 明和住宅 〔施設所管課：まちづくり推進課〕

配置・機能

所在地 打上南町１番 他

○昭和40年代 建築   建物    老朽化 進     
○浄化槽機械室にアスべストあり。（囲い込みによる措置済み）
○明和住宅北集会所      建築年 古  耐震診断未実施    

今後の方向性

現状

課題

○近隣施設    学 館 自転車 駅 明和小学校     保育所    
○明和住宅      平成29年度 耐震診断 実施  Is値0.6以上 確保     
○令和２年4月１日現在 管理戸数412戸 入居戸数104戸 空 家308戸 北集会
所
○市営住宅 風呂 設置         付帯施設   明和温泉 建設     
○空棟   次第 解体除却     （平成30年度１棟実施 令和元年度2棟実施 
令和２年度１棟予定）

ハード：B ソフト：C

○市営住宅 現入居者 対  民間賃貸住宅 公的賃貸住宅 活用  借上住
宅  移転 推進   
○全戸 空 家    住棟  用途廃止 順次解体除却   （解体除却 際 
アスベスト調査実施）
○住棟 空 家      期間 必要 点検 日常修繕 適切 行  
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 市営住宅

施設概要

市営住宅 付帯施設   建設 
れた公衆浴場。

偏差値

建築年（主  施設）

84,000,000円更新年（建築後60年）

明和１丁目13番15号

○昭和40年代 建築   施設    設備等 老朽化 著   
○平成30年度実施      調査   浴室屋根材 軒天       含有 判明 
屋根材と軒天は成形板（レベル３）であり、飛散性は低い。
○建築年 古  耐震診断未実施    

昭和40年（1965年） 総延床面積

現状

課題

300㎡

○近隣施設    学 館     保育所 東高齢者福祉        
○令和元年度（平成31年度）営業日数 260日 年間入浴者数 26,073人

小分類

一次評価 ハード：C ソフト：C

今後の方向性

令和7年（2025年）

配置・機能

所在地

〔施設所管課：まちづくり推進課〕

更新費

市営住宅

施設名：【明和温泉】

二次評価
○明和住宅 付帯施設      明和住宅存続 間 必要 点検 日常修繕 
適切 行  
○明和住宅 住棟 全 空 家    時点 廃止 建物解体除却 検討   

検討
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 市営住宅

2,186㎡

小分類 市営住宅 所在地 明和２丁目１6番 他

総延床面積

〇JR寝屋川公園駅  西 約１㎞ 立地条件 恵      
○近隣施設    学 館 明和小学校     保育所 東高齢者福祉        
〇新耐震基準 基  建物    ○令和２年4月１日現在 管理戸数34戸（Ａ棟18
戸Ｂ棟16戸） 入居戸数33戸 寝屋川東集会所
〇       設置       化   高齢者 障害者等 配慮  住宅 
〇住宅 前 防災機能 有       公園 併設      

612,080,000円

建築年（主  施設）

更新費更新年（建築後60年）

平成30年（2018年）

配置・機能

施設名： 寝屋川東住宅 〔施設所管課：まちづくり推進課〕

施設概要

平成30年 建設   中層耐火
構造（4階建） 公営住宅  
る。
 寝屋川東住宅Ａ棟 18戸
 寝屋川東住宅Ｂ棟 16戸
 寝屋川東住宅集会所
・まちづくり推進課分室

偏差値

令和60年（2078年）

二次評価

現状

課題

今後の方向性

一次評価

 維持管理 必要 点検 日常修繕 適切 行  
 現在      推進課 分室    市営住宅管理 拠点   運営 行    
  管理業務委託等 導入 視野 入  今後 運営     考  必要    

ハード：A ソフト：A  
維持
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供給処理施設
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 供給処理施設

更新 長寿命化 集約化 廃止 その他
○

〔施設所管課：環境事業課〕施設名：【クリーンセンター】

建築年（主  施設） 15,068㎡

令和60年（2078年）

総延床面積
更新費 6,027,200,000円

小分類 供給処理施設 所在地 寝屋南一丁目2番1号

平成30年（2018年）
更新年（建築後60年）

今後の方向性

現状

寝屋川市内で発生する一般廃棄
物（  ） 処理施設

 当該施設  市内  発生  一般廃棄物（  ） 処理  施設      
処理 必要性  廃棄物 処理及 清掃 関  法律     市町村 責務 定
       各施設 適切 維持管理   適正 処理 行  

○        内 狭隘 敷地 最大限有効活用  市民 利便性 向上 図 必要
がある。
○破砕施設 竣工後20年以上経過     今後長期的 安定稼働 図   基幹設
備の改修について検討する必要がある。
○国 補助金 活用  施設      用途変更      

配置・機能

偏差値

一次評価
維持

○近隣施設    宇谷小学校    
○焼却施設、及び破砕施設は、新耐震基準に基づく建物である。
○焼却施設  平成29年度末 竣工  平成30年度  本格稼働     
○破砕施設  平成６年 竣工 稼働     

課題

施設概要

ハード：A ソフト：B
二次評価
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 供給処理施設

更新年（建築後60年）

偏差値

建築年（主  施設）

更新費

供給処理施設 所在地 寝屋南1丁目2番1号

総延床面積

〔施設所管課：環境事業課〕

一次評価

7,758㎡

旧焼却施設 解体  将来     一般廃棄物 円滑  適正処理 処分 行 
ため、再資源化の促進や災害廃棄物にも対応できるストックヤードを整備する。

施設名：【旧クリーンセンター焼却施設】

令和22年（2040年）

昭和55年（1980年）

今後の方向性

現状

課題

施設概要

小分類

3,103,200,000円

配置・機能

寝屋川市内で発生する一般廃棄
物（  ） 処理施設

解体

平成29年度末 廃止     

○        内 狭隘 敷地 最大限有効活用  市民 利便性 向上 図 必要
がある。
○機械室等にアスベストあり

二次評価
ハード：ー ソフト：ー

利
用
・財
務
（ソ
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ト
）

建物（ハード）

更新 長寿命化 集約化 解体 その他
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 供給処理施設

課題

二次評価
ハード：B ソフト：B

検討
 引 続  市内  発生   尿等 適正 処理  必要      適切 施設
 維持管理  必要       減少   尿等 効率的 処理 図    大阪
府 近隣市 連携  汚水処理施設 広域化 共同化 向  検討 進   

施設概要

寝屋川市内から発生するくみとりし
尿及 浄化槽汚泥 処理施設

一次評価

今後の方向性

讃良東町7番1号

更新年（建築後60年）

偏差値

建築年（主  施設）

2,032,400,000円

配置・機能

現状

○昭和47年 竣工
○昭和59年高度処理棟建設
○平成４年浄化槽汚泥処理棟建設
○平成６年 渣焼却炉 余剰汚泥乾燥施設完成及 事務所棟建設
○平成９年前処理施設完成
○平成19年度  処理方法 希釈放流方式 変更
○平成24年度 希釈水 工業用水      水         処理水 変更

○経年劣化 応  適切 管理  必要    
〇処理棟  建築年 古 老朽化 進    上 耐震診断未実施    
○国 補助金 活用  施設      用途変更      

施設名：【緑風園】

令和34年（2052年）

平成4年（1992年） 総延床面積 5,081㎡

更新費

〔施設所管課：環境事業課〕

小分類 供給処理施設 所在地
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その他
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その他

配置・機能

令和28年（2046年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

777,200,000円

課題

○寝屋川市駅  少 離  場所 位置     
○近隣施設    三井小学校 第十中学校    保育所    
〇新耐震基準に基づく建物である。
〇寝屋川斎場は、直営（委託）で運営しているが、納骨堂を含む公園墓地は平成
18年  指定管理制度 導入     

小分類 公園墓地 所在地 池の瀬町5番2号

更新年（建築後60年）

昭和61年（1986年） 総延床面積 1,943㎡

施設名：【公園墓地】  施設所管課：市民生活担当 

施設概要

寝屋川市における墓地の公園
化を図るため、公園墓地（納
骨堂、斎場含む。）を設置して
いる。

偏差値

二次評価

今後の方向性

ハード：B ソフト：B

○特 斎場    運転停止等 故障 未然 防    引 続 維持管理 万全
にする必要がある。

 市内 類似  機能 持 施設      引 続 維持管理 行  
    斎場      高齢化社会 進展 伴 火葬需要 増加 見込   中 
火葬炉等設備 計画的 更新 行  

維持
一次評価
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その他

令和26年（2044年）

昭和59年（1984年） 総延床面積 131㎡

地域の集会所として活用してお
  施設 管理 運営 自治会
 行     

偏差値

小分類 その他 所在地 池田中町34番1号

更新年（建築後60年） 52,400,000円

建築年（主  施設）

配置・機能

施設名：【池田中町集会所】 〔施設所管課：資産活用課〕

施設概要

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

○近隣施設    中央図書館臨時図書室 池田小学校 桜小学校    
〇新耐震基準に基づく建物である。
○地域 必要不可欠 活動拠点       使用貸借契約    地元自治会 
施設 管理 運営 行     

○今後の在り方を地元自治会と調整する必要がある。

 地域 活動拠点   有効活用          更新年到来    使用貸借
契約 締結  地元自治会 維持管理 行  
    今後 在 方    地元自治会 調整 行  

ハード：B ソフト：B
維持
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その他

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    中央図書館臨時図書室 池田小学校 桜小学校 石津小学
校がある。
〇新耐震基準に基づく建物である。
○地域 必要不可欠 活動拠点       使用貸借契約    地元自治会 
施設 管理 運営 行     
○地元自治会の認可地縁団体取得に伴い、土地・建物の譲与を検討する必要があ
る。
○今後の在り方を地元自治会と調整する必要がある。

小分類 その他 所在地 池田三丁目9番6号

更新年（建築後60年）

平成3年（1991年） 総延床面積 61㎡

24,400,000円令和33年（2051年）

施設名：【池田川自治会集会所】 〔施設所管課：資産活用課〕

施設概要

地域の集会所として活用してお
  施設 管理 運営 自治会
 行     

偏差値

今後の方向性

配置・機能

 地域 活動拠点   有効活用          更新年到来    使用貸借
契約 締結  地元自治会 維持管理 行  
また、地元自治会の認可地縁団体取得に伴い、譲与を進めるとともに、今後の在り
方    地元自治会 調整 行  

維持
一次評価
二次評価

ハード：A ソフト：B
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その他

 地域 活動拠点   有効活用          更新年到来    使用貸借
契約 締結  地元自治会 維持管理 行  
    今後 在 方    地元自治会 調整 行  

維持
一次評価
二次評価

ハード：C ソフト：B

今後の方向性

配置・機能

施設名： 田井西町集会所 〔施設所管課：資産活用課〕

施設概要

地域の集会所として活用してお
  施設 管理 運営 自治会
 行     

偏差値

小分類 その他 所在地 田井西町27番2号

更新年（建築後60年）

昭和55年（1980年） 総延床面積 117㎡

46,800,000円令和22年（2040年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    北小学校 田井小学校 第三中学校 友呂岐中学校     
保育所 北幼稚園    
○地域 必要不可欠 活動拠点       使用貸借契約    地元自治会 
施設 管理 運営 行     

○今後の在り方を地元自治会と調整する必要がある。
○建築年 古  耐震診断未実施    
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その他

令和40年（2058年）

平成10年（1998年） 総延床面積 149㎡

地域の集会所として活用してお
  施設 管理 運営 自治会
 行     

偏差値

小分類 その他 所在地 萱島南町12番21号

更新年（建築後60年） 59,600,000円

建築年（主  施設）

配置・機能

施設名： 萱島南多目的利用施設 〔施設所管課：資産活用課〕

施設概要

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

○近隣施設    南              
〇新耐震基準に基づく建物である。
○地域 必要不可欠 活動拠点       
○使用貸借契約    地元自治会 施設 管理 運営 行     

○今後の在り方を地元自治会と調整する必要がある。

 地域 活動拠点   有効活用          更新年到来    使用貸借
契約 締結  地元自治会 維持管理 行  
    今後 在 方    地元自治会 調整 行  

ハード：A ソフト：B
維持
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その他

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    萱島              
○平成24年 自治会館 機能移転  施設 利用      普通財産   管
理     
○平成24年度 境界確定済  

○建物については、耐震化されておらず、かつアスベストが含まれている。

小分類 その他 所在地 萱島本町14番3号

更新年（建築後60年）

昭和50年（1975年） 総延床面積 364㎡

145,600,000円令和17年（2035年）

施設名：【旧萱島自治会館】 〔施設所管課：資産活用課〕

施設概要

自治会館   利用     
  平成24年６月 施設 廃
止している。

偏差値

今後の方向性

配置・機能

アスベスト調査、境界確定、鑑定評価を実施済みであり、地元調整後、建物付きで
売却する。

売却
一次評価
二次評価

ハード：C ソフト：B
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その他

 地域 活動拠点   有効活用          更新年到来    使用貸借
契約 締結  地元自治組織 維持管理 行  
    今後 在 方    地元自治会 調整 行  

維持
一次評価
二次評価

ハード：C ソフト：B

今後の方向性

配置・機能

施設名：【郡元町集会所】 〔施設所管課：資産活用課〕

施設概要

地域の集会所として活用してお
  施設 管理 運営 自治会
 行     

偏差値

小分類 その他 所在地 郡元町6番17号

更新年（建築後60年）

昭和56年（1981年） 総延床面積 546㎡

218,400,000円令和23年（2041年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○地域 必要不可欠 活動拠点       
○使用貸借契約    地元自治組織 施設 管理 運営 行     

○今後の在り方を地元自治組織と調整する必要がある。
○建築年 古  耐震診断未実施    
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その他

東香里園町31番17号

更新年（建築後60年）

施設名： 香里自治会館 〔施設所管課：資産活用課〕

配置・機能

令和４年（2022年） 更新費

現状

小分類 その他 所在地
昭和37年（1962年） 総延床面積 260㎡

104,000,000円

課題

施設概要

地域の集会所として活用してお
  施設 管理 運営 地元自
治組織 行     

偏差値

建築年（主  施設）

 地域 活動拠点   有効活用          更新年到来    使用貸借
契約 締結  地元自治会 維持管理 行  
    今後 在 方    地元自治会 調整 行  

ハード：C ソフト：B
維持

一次評価
二次評価

今後の方向性

○近隣施設           香里 第三中学校 香里園            
  ○地域 必要不可欠 活動拠点       使用貸借契約    地元自治
会 施設 管理 運営 行     

○今後の在り方を地元自治会と調整する必要がある。
○建築年 古  耐震診断未実施    
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その他

 地域 活動拠点   有効活用          更新年到来    使用貸借
契約 締結  地元自治組織 維持管理 行  
    今後 在 方    地元自治組織 調整 行  

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：B

今後の方向性

配置・機能

施設名： 香里三井団地集会所 〔施設所管課：資産活用課〕

施設概要

地域の集会所として活用してお
  施設 管理 運営 地元自
治組織 行     

偏差値

小分類 その他 所在地 三井が丘四丁目12番7号

更新年（建築後60年）

昭和58年（1983年） 総延床面積 103㎡

41,200,000円令和25年（2043年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    寝屋川斎場 三井小学校 宇谷小学校    保育所    
〇新耐震基準に基づく建物である。
○地域 必要不可欠 活動拠点       使用貸借契約    地元自治組織
 施設 管理 運営 行     

○今後の在り方を地元自治組織と調整する必要がある。
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その他

54,800,000円

一次評価

小分類 その他 所在地 小路北町27番3号

更新年（建築後60年） 更新費令和６年（2024年）

総延床面積 137㎡

施設名： 小路集会所 〔施設所管課：資産活用課〕

施設概要

地域の集会所として活用してお
  施設 管理 運営 自治会
 行     

偏差値

建築年（主  施設）

 地域 活動拠点   有効活用          更新年到来    使用貸借
契約 締結  地元自治会 維持管理 行  
    今後 在 方    地元自治会 調整 行  

ハード：C ソフト：B
維持二次評価

現状

課題

配置・機能

○近隣施設    学 館 東高齢者福祉        
○地域 必要不可欠 活動拠点       使用貸借契約    地元自治会 
施設 管理 運営 行     

○今後の在り方を地元自治会と調整する必要がある。
○建築年 古  耐震診断未実施    

今後の方向性

昭和39年（1964年）
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その他

 地域 活動拠点   有効活用          更新年到来    使用貸借
契約 締結  地元自治会 維持管理 行  
    今後 在 方    地元自治会 調整 行  

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：B

今後の方向性

配置・機能

施設名： 池田北町集会所 〔施設所管課：資産活用課〕

施設概要

地域の集会所として活用してお
  施設 管理 運営 自治会
 行     

偏差値

小分類 その他 所在地 池田北町24番3号

更新年（建築後60年）

昭和57年（1982年） 総延床面積 81㎡

32,400,000円令和24年（2042年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

〇新耐震基準に基づく建物である。
○地域 必要不可欠 活動拠点       使用貸借契約    地元自治会 
施設 管理 運営 行     

○今後の在り方を地元自治会と調整する必要がある。
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その他

令和37年（2055年）

平成7年（1995年） 総延床面積 140㎡

地域の集会所として活用してお
  施設 管理 運営 自治会
 行     

偏差値

小分類 その他 所在地 高倉一丁目15番3号

更新年（建築後60年） 56,000,000円

建築年（主  施設）

配置・機能

施設名： 高倉公民館 〔施設所管課：資産活用課〕

施設概要

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

○近隣施設    学 館    
〇新耐震基準に基づく建物である。
○地域 必要不可欠 活動拠点       使用貸借契約    地元自治会 
施設 管理 運営 行     

○地元自治会の認可地縁団体取得に合わせ、土地・建物の譲与を検討する必要が
ある。
○今後の在り方を地元自治会と調整する必要がある。

 地域 活動拠点   有効活用          更新年到来    使用貸借
契約 締結  地元自治会 維持管理 行  
また、地元自治会の認可地縁団体取得に合わせ、譲与を進めるとともに、今後の在
 方    地元自治会 調整 行  

ハード：A ソフト：B
維持
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その他

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    田井小学校 三井小学校    
○地域 必要不可欠 活動拠点       使用貸借契約    地元自治会 
施設 管理 運営 行     

○今後の在り方を地元自治会と調整する必要がある。
○建築年 古  耐震診断未実施    

小分類 その他 所在地 緑町9番21号

更新年（建築後60年）

昭和53年（1978年） 総延床面積 118㎡

47,200,000円令和20年（2038年）

施設名：【緑町集会所】 〔施設所管課：資産活用課〕

施設概要

地域の集会所として活用してお
  施設 管理 運営 自治会
 行     

偏差値

今後の方向性

配置・機能

 地域 活動拠点   有効活用          更新年到来    使用貸借
契約 締結  地元自治会 維持管理 行  
    今後 在 方    地元自治会 調整 行  

維持
一次評価
二次評価

ハード：C ソフト：B
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その他

 地域 活動拠点   有効活用          更新年到来    使用貸借
契約 締結  地元自治会 維持管理 行  
    今後 在 方    地元自治会 調整 行  

維持
一次評価
二次評価

ハード：A ソフト：B

今後の方向性

配置・機能

施設名： 堀溝多目的利用施設 〔施設所管課：資産活用課〕

施設概要

地域の集会所として活用してお
  施設 管理 運営 自治会
 行     

偏差値

小分類 その他 所在地 堀溝一丁目16番2号

更新年（建築後60年）

平成5年（1993年） 総延床面積 47㎡

18,800,000円令和35年（2053年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    堀溝小学校 緑風園    
〇新耐震基準に基づく建物である。
○地域 必要不可欠 活動拠点       使用貸借契約    地元自治会 
施設 管理 運営 行     

○今後の在り方を地元自治会と調整する必要がある。
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その他

令和53年（2071年）

平成23年（2011年） 総延床面積 145㎡

地域の集会所として活用してお
  施設 管理 運営 自治会
 行     

偏差値

小分類 その他 所在地 高柳一丁目5番12号

更新年（建築後60年） 58,000,000円

建築年（主  施設）

配置・機能

施設名： 東高柳自治会集会所 〔施設所管課：資産活用課〕

施設概要

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

○近隣施設    西小学校 第九中学校     保育所    
〇新耐震基準に基づく建物である。
○地域 必要不可欠 活動拠点       使用貸借契約    地元自治会 
施設 管理 運営 行     

○今後の在り方を地元自治会と調整する必要がある。

 地域 活動拠点   有効活用          更新年到来    使用貸借
契約 締結  地元自治会 維持管理 行  
また、地元自治会の認可地縁団体取得に合わせ、譲与を進めるとともに、今後の在
 方    地元自治会 調整 行  

※ 令和２年度 東高柳自治会 譲与済 

ハード：A ソフト：B
維持
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その他

更新 長寿命化集約化 廃止 その他
〇

小分類

ハード：A ソフト：B
維持

その他 所在地 太間町12番6号

166㎡

地域の集会所として活用してお
  施設 管理 運営 自治会
 行     

66,400,000円

 地域 活動拠点   地域 有効 活用          更新年到来    
使用契約 継続  地元自治会 維持管理 行  
また、地元自治会の認可地縁団体取得に合わせ、売却等を進めるとともに、今後の
在 方    地元自治会 調整 行  

○地元自治会の認可地縁団体としての法人格取得に合わせ、土地・建物の売却を
検討する必要がある。
○今後の在り方を地元自治会と調整する必要がある。

二次評価

施設名： 太間公民館  施設所管課：市民活動振興室 

施設概要

更新年（建築後60年） 令和44年度（2062年）

平成14年（2002年） 総延床面積建築年（主  施設）

更新費

一次評価

偏差値

今後の方向性

配置・機能

現状

課題

○新耐震基準に基づく建物である。
○地域 必要不可欠 活動拠点       使用貸借契約    地元自治会 
施設 管理 運営 行     
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その他

 現在 施設 閉鎖中    売却 向  調査中 補助金 返還      施設
閉鎖時までに遡っての返還はないことを国に確認済み。また、返還額については、土地
売却額に基づき算定されることを国に確認済み。

売却
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：B

今後の方向性

配置・機能

施設名：【共同作業場】 〔施設所管課：産業振興室〕

施設概要

平成2年4月 産業 振興 生活環
境 改善及 住民 共同  被覆電
線 処理   場 提供 目的 公
設民営 施設   開設 被覆銅線
の野焼きの解消や銅線の高価格での
売買等当初の目的も一定達成し、そ
の後、光ファイバーの普及に伴い銅線
 処理量 年々減少    業者 減
少 後継者不足等維持管理 困難 
状況    平成15年3月 閉鎖 

偏差値

小分類 その他 所在地 高倉一丁目6番38号

更新年（建築後60年）

平成2年（1990年） 総延床面積 392㎡

156,800,000円令和32年（2050年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    学 館 東高齢者福祉        
〇新耐震基準に基づく建物である。
○施設 閉鎖中    年１回 施設入口近  樹木剪定 行     

○施設 処分及 土地 売却      建設時 国及 府 補助金 充当      
売却時に返還する必要がある。
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その他

令和52年（2070年）

平成22年（2010年） 総延床面積 8㎡

第二京阪道路 大気汚染状況等
を測定するための監視局

偏差値

小分類 その他 所在地 小路北町29番

更新年（建築後60年） 3,200,000円

建築年（主  施設）

配置・機能

施設名： 環境監視局 小路局 〔施設所管課：環境保全課〕

施設概要

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

現状

課題

○近隣施設    学 館 東高齢者福祉        
○新耐震基準に基づく建物である。
○第二京阪道路開通   大気環境等 変化 監視     関係８者（国 大阪府 
NEXCO西日本 寝屋川市 枚方市 交野市 門真市 四條畷市） 協議  結果 平
成22年４月１日 NEXCO西日本  委譲   大気環境等 変化 監視    施設
である。
○平成30年度 浮遊粒子状物質自動測定装置 更新 行   
○施設内 測定器 老朽化      計画的 更新    必要    

 令和３年度以降     関係８者 協議  結果 監視 継続        
   当該施設 維持管理 継続   

ハード：A ソフト：A
維持
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その他

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○新耐震基準に基づく建物である。
○第二京阪道路開通   大気環境等 変化 監視     関係８者（国 大阪府 
NEXCO西日本 寝屋川市 枚方市 交野市 門真市 四條畷市） 協議  結果 平
成22年４月１日 NEXCO西日本  委譲   大気環境等 変化 監視    施設
である。

○施設内 測定器 老朽化      計画的 更新    必要    

小分類 その他 所在地 寝屋南二丁目13番

更新年（建築後60年）

平成22年（2010年） 総延床面積 8㎡

3,200,000円令和52年（2070年）

施設名：【環境監視局　寝屋南局】 〔施設所管課：環境保全課〕

施設概要

第二京阪道路 大気汚染状況等
を測定するための監視局

偏差値

今後の方向性

配置・機能

 令和３年度以降     関係８者 協議  結果 監視 継続        
   当該施設 維持管理 継続   

維持
一次評価
二次評価

ハード：A ソフト：A
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その他

 平成31年度 中核市 移行       寝屋川市  大気汚染防止法上 常
時監視事務 実施  法的義務 生     今後 施設 維持 管理     

維持
一次評価
二次評価

ハード：B ソフト：C

今後の方向性

配置・機能

施設名：【大気汚染固定監視局 成田局】 〔施設所管課：環境保全課〕

施設概要

大気汚染状況を測定するための監
視局（成田局）

偏差値

小分類 その他 所在地 成田町３番６号

更新年（建築後60年）

昭和61年（1986年） 総延床面積 12㎡

4,800,000円令和28年（2046年）

建築年（主  施設）

更新費

現状

課題

○近隣施設    東北           第五小学校 第六中学校 第十中学校  
る。
○新耐震基準に基づく建物である。
○令和２年２月 浮遊粒子状物質自動測定装置及 窒素酸化物自動測定装置 更新
 行   

○施設内 測定器等 計画的 更新    必要    
○建築年 古 老朽化 進        平成30年９月台風21号     災害   破
損し修繕が必要となる場合がある。
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その他

本町１番１号

更新年（建築後60年）

建築年（主  施設）

配置・機能

現状

課題

○近隣施設    市民会館 中央小学校 上下水道局    
○大気汚染防止法 大気 汚染状況 常時監視 規定 基   昭和47年 大阪府 
設置  施設    中核市移行 伴  平成31年４月１日 寝屋川市 無償譲渡  
た。

○施設内 測定器     老朽化             計画的 更新    必要 
ある。
○建築年 古 老朽化 進        平成30年９月台風21号     災害   破
損し修繕が必要となる場合がある。

今後の方向性

施設名：【大気汚染固定監視局 寝屋川市役所局】

令和14年（2032年）

昭和47年（1972年） 総延床面積 20㎡

その他

更新費

小分類 所在地

8,000,000円

 平成31年度 中核市 移行       寝屋川市  大気汚染防止法上 常
時監視事務 実施  法的義務 生     今後 施設 維持 管理     

〔施設所管課：環境保全課〕

施設概要

大気汚染防止法第22条に基づく
大気汚染状況を測定するための常
時監視局（寝屋川市役所局）

偏差値

二次評価
ハード：複合施設 ソフト：B

維持
一次評価
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その他

建築年（主  施設）

更新費

小分類

更新年（建築後60年）

昭和40年（1965年） 総延床面積 41㎡

16,400,000円
本施設 平成21年度 個人 
ら遺贈されたものである。

配置・機能

令和7年（2025年）

一次評価
二次評価

今後の方向性

施設名：【上神田町家屋】 〔施設所管課：福祉総務課〕

施設概要 偏差値

その他 所在地 上神田1丁目12番４号

課題

○近隣施設    西南           成美小学校 神田小学校 第五中学校 第九
中学校がある。
○当該建物  １棟２戸 木造長屋      １戸 市 所有 他 １戸  居住者 
り。
○寄附 受領  当時 状態       建物 状況   事業等  活用 行    
い。
○市所有部分 関    空 家状態         定期的 確認等 行  建
物 老朽化 衛生面等 注意    管理  必要    
○建築年 古  耐震診断未実施    

 事業等  活用 見込      売却 手続 進   

現状

ハード：C ソフト：B
売却
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その他

建築年（主  施設）

更新費

一次評価

偏差値

今後の方向性

配置・機能

現状

課題

○近隣施設    学 館     保育園 東高齢者福祉        
○平成23年4月      文化    （現生涯学習福祉    ）内 東障害
福祉センターの機能を移転した。

施設名：【旧東障害福祉センター】 〔施設所管課：東障害福祉センター〕

施設概要

更新年（建築後60年） 令和22年（2040年）

昭和55年（1980年） 総延床面積
183,600,000円

 建物 国 府 補助金交付 建設      今後 建物 跡地 処分    
 大阪府等 協議 行  

○現在は未使用施設となっている。
○耐震診断未実施である。

二次評価

その他 所在地 明和一丁目1番23号

459㎡

平成23年4月      文化 
   内 機能移転後 未利用
施設となっている。

小分類

ハード：C ソフト：B
売却
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その他

 地域 活動拠点   有効活用          更新年到来    使用貸借
契約 締結  地元自治会 維持管理 行  
    今後 在 方    地元自治会 調整 行  

ハード：A ソフト：B
維持

現状

課題

〇萱島駅  少 離  場所 位置     
〇新耐震基準に基づく建物である。
〇萱島地区及 周辺地区住民  公民館    役割   利用     

○今後の在り方を地元自治会と調整する必要がある。

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名：【萱島まちづくりセンター】  施設所管課：住宅政策課 

施設概要

小分類 その他 所在地 萱島南町12番6号

更新年（建築後60年） 120,000,000円

建築年（主  施設）

令和53年（2071年）

平成23年（2011年） 総延床面積 300㎡

１．多目的ホール ２．中会議室
３．小会議室 ４．和室 ５．事務
所等
萱島まちづくりセンター使用貸借契約
書に基づき、萱島まちづくりセンター運
営委員会に土地及び建物を無償貸
付けしている。
萱島地区及 周辺地区 住民 集
い、各種催し等の場所を提供し、地区
住民 福祉 文化 向上並  住民
相互の親睦を図っている。

偏差値
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その他

 施設 今後 方向性    全庁的 見地  検討   

ハード：C ソフト：B
検討

現状

課題

○近隣施設    第十中学校 総合教育研修        
○現在、園全体が空きスペースとなっており、学務課における学校保健衛生に係る物品の保
管のほか、備品の保管場所として活用している。

○耐震診断未実施である。
○アスベストあり

更新費

一次評価
二次評価

今後の方向性

配置・機能

施設名：【旧明徳幼稚園】 〔施設所管課：学務課〕

施設概要

小分類 その他 所在地 明徳一丁目1番1号

更新年（建築後60年） 304,920,000円

建築年（主  施設）

令和17年（2035年）

昭和50年（1975年） 総延床面積 924㎡

元幼稚園（未就学児教育施
設）である。

偏差値
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その他

今後の方向性

 施設 今後 方向性    全庁的 見地  検討   

ハード：B ソフト：C

○耐震補強工事 併  改修 行      必要最低限 改修    屋上 外壁等 
 経年劣化 認     

更新費

検討

施設概要

現状

233,970,000円

配置・機能

課題

元幼稚園（未就学児教育施設）で
ある。

偏差値

施設名：【旧神田幼稚園】 〔施設所管課：学務課〕

建築年（主  施設）

小分類 その他 所在地 東神田町35番６号

更新年（建築後60年） 令和12年（2030年）

昭和45年（1970年） 総延床面積 709㎡

二次評価
一次評価

○近隣施設    西南           神田小学校 南幼稚園    
○平成26年度 耐震工事 完了  Ｉｓ値0.7以上 確保     
○現在、園全体が空きスペースとなっており、他園の備品・物品の保管場所として活用してい
る。
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